
　衆院が７月２１日に解散、総選挙の日程は８月１８日
公示、同月３０日となり、約４０日間にわたる選挙戦が
展開された。各党はマニフェストで医療・社会保障
の拡充を打ち出し、政策を競った。選挙後には、各
党がマニフェストで訴えた医療・社会保障の拡充は
実現に向かうのか、注目される。
　衆院の解散は２００５年９月に小泉純一郎元首相が郵
政民営化を争点に解散して以来の約４年ぶり。解散
によって、肝炎対策基本法など衆参合わせて１２０本の
法案が自動的に廃案となった。
　社会保障費２２００億円の抑制など行き過ぎた医療費
抑制施策の反省からか、麻生太郎首相は７月３１日の
マニフェスト発表の記者会見で「行き過ぎた市場原

理主義からは決別する」と述べ、社会保障を手厚く
する方針を示した。自民党のマニフェストでは診療
報酬について「地域医療を確保するためプラス改定
を行う」と約束した。また、医師養成数では２００９年
度に医学部定員を約７００人（前年比１.０９倍）増員した
実績を挙げ、「今後も医療確保のため医師数を増や
す」と増員の方針を示した。
　これに対し民主党は、診療報酬では「医師や看護
師などの増員に努める医療機関の診療報酬（入院）
を増額する」とした。医師養成数も「１.５倍」にする
とした上で、これらの政策を実現する予算額を９０００
億円と見積もっている。
　また、７５歳以上を別建ての医療保険にした後期高
齢者医療制度について、自民は制度の存続を前提に
した見直しを提案。民主は廃止し、医療保険を段階
的に統合するとして両者の違いが鮮明となった。
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場　　所開始時間行　　　事
新・都ホテル午後２時３０分　第１回コミュニケーション委員会１０月３日土
府医師会館（予定）午後２時　第６３０回社会保険研究会１０月１５日木
大津：石山寺など散策午前１０時（予定）　文化ハイキング １０月２５日日
シルクホール午後６時３０分　秋葉忠利広島市長講演会１１月２５日水

今
後
の
予
定

場　　所開始時間行　　　事
府医師会館３０５午後２時保険審査通信検討委員会４日金
未定午後２時３０分医療制度検討委員会

９日水
未定午後２時医院・住宅新（改）築相談室
大阪ガスクッキングスクール京都午後２時男の料理教室１２日土
府医師会館４０４－４０６午後２時経営対策セミナー

１７日木
未定午後１時ファイナンシャル相談室
未定午後２時法律相談室
未定午後２時雇用管理相談室
府医師会館４０４－４０６午後２時金融共済委員会２４日木
ルビノ堀川「比叡の間」午後３時民主党との懇談会２６日土
あいおい損保新宿ホール午後１時３０分社会保障基本法シンポジウム

２７日日
メルパルク京都６Ｆ会議室６午後２時新規開業予定者のための講習会
未定午後２時経営相談室３０日水
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医療・介護の充実、競い合う／自民・民主の
マニフェスト
　小泉構造改革による社会保障のほころびを繕うた
めか、自民、民主両党のマニフェストは、診療報酬
増額など社会保障を手厚くする施策が競い合うよう
に並んでいる。ただ社会保障の財源については、景
気回復後の消費税の増税を主張する自民党と、４年
間は増税せず無駄遣いの根絶などで捻出するという
民主党で違いがあり、争点の１つとなっている。
　社会保障費２２００億円の抑制など行き過ぎた医療費
抑制施策の反省からか、麻生太郎首相は７月３１日の
マニフェスト発表の記者会見で「行き過ぎた市場原
理主義からは決別する」と述べ、社会保障を手厚く
する方針を示した。
　自民党のマニフェストでは診療報酬について「地
域医療を確保するためプラス改定を行う」と約束し
た。また、医師養成数では２００９年度に医学部定員を
約７００人（前年比１.０９倍）増員した実績を挙げ、「今
後も医療確保のため医師数を増やす」と増員の方針
を示した。
　これに対し民主党は、診療報酬では「医師や看護
師などの増員に努める医療機関の診療報酬（入院）
を増額する」とした。医師養成数も「１.５倍」にする
とした上で、これらの政策を実現する予算額を９０００
億円と見積もっている。
　財源論については考えが分かれた。自民党は景気
回復後に社会保障に充てるため消費税率引き上げを
含む抜本的な税制改革の実施を挙げた。麻生首相は
会見で「安心できる社会保障のためには、財源が必
要」と理解を求めた。
　一方、民主党の鳩山由紀夫代表は７月２７日のマニ
フェスト発表の記者会見で「４年間消費税の増税を
することは一切考えていない」と述べた。マニフェ
ストで掲げた政策を実現するための財源は、天下り

の撲滅や不要不急な事業の根絶、埋蔵金の活用など
で捻出するとしている。
　また、７５歳以上を別建ての医療保険にした後期高
齢者医療制度について、自民は制度の存続を前提に
した見直しを提案。民主は廃止し、医療保険を段階
的に統合するとした。（８/４MEDIFAXより）

来年度の診療報酬改定は「プラス」／自民マ
ニフェスト
　自民党の政権公約（マニフェスト・７月３１日）は、
２０１０年度の診療報酬改定は、救急や産科などの地域
医療を確保する観点からプラス改定と明記。社会保
障制度を国民の立場で議論する「社会保障制度改革
国民会議（仮称）」の設置に向けた法整備を進める方
針を盛り込んだ。
　政権公約は「安心」「活力」「責任」を３つの柱に
据えた上で、特に記載がない場合は各公約を４年以
内に達成する目標を掲げた。
　「安心」の中に位置付けている社会保障分野につい
ては、地域医療確保に向け、厚生年金病院と社会保
険病院の病院機能を維持する方針を示した。救急医
療や産科などを担う勤務医の確保には、医師数増の
政策を継続するほか、臨床研修制度を見直し、診療
科による医師偏在の解消を目指す。社会保障番号・
カードに関しては、１１年度中をめどに導入するとし
た。
　後期高齢者医療制度については、７５歳を過ぎた現
役サラリーマンが、以前の制度に加入し続けられる
ようにするなど、年齢による区分の見直しを盛り込
んだ。低所得の高齢者に対しては、保険料の９割軽
減措置を継続するとともに、外来の患者負担の月額
上限を半減する。
　１２年度の介護報酬改定についても改定率の引き上
げを宣言。連動して上昇する介護保険料は抑制する
方針を打ち出した。介護従事者の処遇改善に向け、
改善に努める事業主に対して職員１人当たり月平均
１.５万円を助成する。また、特養や老健、グループホ
ームへの入所待機者の解消のため、１６万人程度が入
居できるよう施設整備を進める目標を掲げた。
　医療や介護、少子化対策などに必要な財源につい
ては、消費税を含む税制の抜本的な改革に向けた法
整備を１１年度までに講じた上で、経済状況の好転後
に実施するとした。
　一方、財政再建に向けては、国と地方の基礎的財
政収支（プライマリーバランス＝ＰＢ）を１０年以内
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に黒字化させる目標を掲げた。さらに、その前段階
として５年以内にＰＢ赤字の対ＧＤＰ比を半減させ
る方針も示した。（８/３MEDIFAXより）

診療科ごとの医師養成数を設定／公明・マニ
フェスト
　公明党のマニフェスト（７月２４日）は、救急・産
科など医師が不足している診療科の解消に向けて、
臨床研修で科目ごとの医師養成数の目標値の設定を
進めると明記した。また、地域医療崩壊を食い止め
るため、社会保険病院や厚生年金病院を公的医療機
関として存続できるよう対応するとした。
　このほかの医師不足対策では、院内保育所の整備
や短時間勤務の推進などにより、女性医師の復職支
援を図る。また、専門性の高い認定看護師を評価す
るシステムを構築するなど、医療従事者の職務拡大
を進めるとした。
　救急医療体制の強化に関しては、２０１２年をめどに
ドクターヘリを全国に５０機配備する目標を掲げた。
小児救急の強化に向けては、専門医を育成した上で、
全国に５０カ所の小児集中治療室（ＰＩＣＵ）を整備
するとした。
　がん対策については、１１年度末までにがん検診の
受診率を５０％まで引き上げるため、０９年度末に中間
報告を義務付けることで目標値の達成を目指す。ま
た、子宮頸がんの根絶に向けては、予防ワクチンの
早期承認と接種に対する公費助成推進を盛り込ん
だ。
　介護分野では、高齢化のさらなる進展が見込まれ
る２５年を見据え、介護サービス基盤整備の目標を示
す「新介護ゴールドプラン」（仮称）を策定。医療と
介護サービスを一体的に提供する地域包括ケアシス
テムを構築するため、１２年度の診療報酬・介護報酬
の同時改定で必要な処置を講じるとした。
　持続可能な社会保障制度の構築に必要な財源に関
し、消費税率の見直しでは、低所得者へ配慮すると
した上で「消費税を含む税制の抜本改革の中で安定
的な財源を確保する」と明記。消費税の使い道につ

いては、年金・医療・介護と少子化対策に限定する
とした。（７/２７MEDIFAXより）

診療報酬増など医療再建に９０００億円捻出／民
主マニフェスト
　民主党の発表したマニフェスト（７月２７日）では、
医師不足対策など２０１０年度からの４年間で実現する
政策を、必要となる予算額とともに挙げた。政策の
裏付けとなる財源は、消費税を増税せず、税金の無
駄遣いの根絶などで確保するとした。政治主導で政
策を決定するため、各省庁に国会議員約１００人を配置
するなどの政権構想も発表した。
　マニフェストは、医療崩壊を食い止めた上で再建
させるためとして９０００億円を計上した。具体策とし
ては、医療従事者の増員に努める医療機関に対し、
入院医療の診療報酬を増額する。医師養成数を１.５倍
とするほか、国立大学付属病院などの再建のため、
病院運営交付金の従来水準回復などを挙げた。
　また、後期高齢者医療制度廃止で必要な費用とし
て８５００億円を計上した。具体策としては、廃止に伴
う国保の負担増は国が支援、被用者保険と国保を将
来的に地域保険として一元的運用を図るとした。介
護従事者の処遇改善には８０００億円。新型インフルエ
ンザやがん、肝炎の疾病対策の拡充に３０００億円を計
上した。
　財源は「無駄遣いの根絶」などで初年度から段階
的に確保し、１３年度には１６.８兆円を捻出する。１６.８兆
円の内訳は、一般会計と特別会計を合わせた国の総
予算２０６.５兆円を総点検し、天下りや不要不急な事業
を根絶して９.１兆円を工面する。“埋蔵金”の活用や
未利用国有地など、政府資産の計画的な売却によっ
て５.０兆円、租税特別措置などの見直しで２.７兆円をそ
れぞれひねり出すとした。（７/２８MEDIFAXより）

医療費・医師数ともに引き上げ／総選挙へ民
主が政策集
　民主党のマニフェストの基となる「民主党政策集
ＩＮＤＥＸ２００９」（７月２３日）では、社会保障費２２００
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【７月】◆衆議院が解散（２１日）◆４６年ぶり皆既日食（２２日）◆女性殺害、連れ去り容疑者を那覇で逮捕（２４日）◆群馬県で竜巻発生
（２７日）【８月】◆裁判員制度スタート初の裁判（３日）◆クリントン元米大統領が訪朝（４日）◆原爆症訴訟、勝訴は認定、敗訴は基
金で（５日）◆広島原爆の日（６日）◆女優・酒井法子容疑者逮捕（８日）◆長崎原爆の日（９日）◆大雨、西日本に被害（９日）◆
台風９号　死者１８人、不明１０人に（１２日）◆新型インフルで国内初の死者（１５日）

（２００９年７月１９日～８月１７日） 



億円抑制を撤廃、入院医療の診療報酬を１.２倍にする
ほか、医師養成数を１.５倍に増やす政策が掲げられ
た。
　政策集では、小泉構造改革の象徴である「２２００億
円」を撤廃、医療費抑制施策からの転換を図る。そ
の上でＧＤＰ（国内総生産）に占める総医療費の割
合を８.１％から経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）加盟国
平均の８.９％まで段階的に引き上げる。０.８ポイントの
引き上げで、単純計算で約４兆円の医療費増となる。
　医療費増に向けた具体的な施策では、医師・看護
師らの確保に努め地域医療を支える医療機関につい
ては入院医療の診療報酬を１.２倍とする。
　医師不足対策では、人口１０００人当たり医師数を現
状の「２.１人」から、当面はＯＥＣＤ加盟国平均の
「３.１人」を目指す。具体的には、大学医学部定員を
１.５倍に増やす。さらに現役医師の有効活用策とし
て、短時間の勤務も正規勤務とみなす制度の導入や、
一定の条件で国立病院の勤務医ら医師公務員の兼業
を解禁する。「医療従事者等確保支援センター（仮
称）」を設置し、医療従事者の確保やあっせん、休職
者の復職支援を行う。
　中医協の構成・運営などの改革も盛り込んだ。具
体策は示していないが、政策集の原案を検討した党
厚生労働部門会議では、中医協委員に占める公益委
員の割合を増やすなど委員構成の見直し案が浮上し
ていた。
　外来管理加算の５分要件は実際の診療になじまな
いとして撤廃する。
　レセプトオンライン請求については「義務化」で
は導入が難しく、廃業を余儀なくされる医療機関が
出るとして、「原則化」に改め、例外規定を設ける余
地を残す。オンライン請求を導入した医療機関の負
担が過度にならないよう、診療報酬上のインセンテ
ィブなどを設ける。
　民間への売却が予定されている厚生年金病院と社
会保険病院は、新たに創設する「地域医療推進機構
（仮称）」に移し、医療法３１条で規定する公的医療機
関に位置付け、公的存続を図る。新生児の脳性麻痺
に限った国の「産科医療補償制度」の対案として、
対象を全診療科に拡大させる公的な「無過失補償制
度」を創設する。（７/２４MEDIFAXより）

改定の基本方針は「新会議」が建議／民主、
中医協改革で
　民主党は、中医協や社会保障審議会・医療部会な

どによる診療報酬改定のプロセスに、メスを入れる
方針で検討を進めている。現在、社保審の医療部会
と医療保険部会で決めている改定の基本方針は、首
相または内閣の下に新たに創設する会議体で策定。
基本方針は首相（内閣）に建議し、その内容に沿っ
て診療報酬の点数項目を中医協で議論する。民主党
の足立信也政調副会長（厚労担当）は「基本方針の
決め方の道筋がこれまでと異なってくるので、中医
協の守備範囲も自ずと変わってくる」と述べ、新し
い会議体の創設が中医協改革につながるとした。
　民主党の岡田克也幹事長が診療報酬改定に国会が
関与する「中医協改革」を提案していることについ
て足立政調副会長は、岡田氏が提案する国会関与と
は、診療報酬改定の方針を厚生労働省の審議会で決
めるのではなく、新たな会議体で決めることを意味
していると説明した。（８/１２MEDIFAXより）

医学部入学定員１.５倍に、看護師は２００万人／
共産・選挙政策
　共産党の「総選挙政策」（７月２８日）は、医師不足
対策として医師数をＯＥＣＤ加盟国の平均まで増や
すことを目標にし、医学部の入学定員を１.５倍に引き
上げると明記した。２００８年末時点で９０万人程度だっ
た看護師についても、労働条件の改善を図ることな
どで２００万人までの増員を目指す。
　診療報酬の改革にも言及。診療報酬の総額引き下
げはせず、安全で有効な治療は速やかに保険適用す
るとした。また、医療従事者の労働条件を適切に評
価することにより、質の高い医療提供体制の構築を
図る方針を示した。
　国公立病院や厚生年金病院などの公的医療機関の
統廃合や民営化は否定。公的施設として存続させた
上で、地域医療の拠点として支援を強めるとした。
　介護分野に関しては、介護報酬の５％引き上げを
明記した。さらに、介護従事者の賃金を月３万円引
き上げるため、介護報酬とは別枠の公費を投入する。
これらの政策により確保できる介護従事者は、１４年
度をめどに１５０万人と見積もった。
　社会保障政策に必要な財源については、軍事費や
大規模公共事業を見直すことにより捻出。自民党な
どが提案している消費増税については「反対を貫く」
とした。（７/２９MEDIFAXより）
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公的病院は統廃合・民営化せず／社民・マニ
フェスト
　社民党のマニフェスト・概要版では、「生活再建」に
向けた１０の約束を掲げ、国公立病院や厚生年金病院
などの公的病院の統廃合や民営化を行わない方針を
示した。
　このほか医療関係では、医師不足対策として医師
数の増加を盛り込んだ。看護師や介護職員について
も処遇の改善をした上で、職員の増員を図るとした。
　後期高齢者医療制度は廃止と明記。療養病床の削
減計画も、中止するとした。
　安心して出産できる環境整備に向けては、助産師
を活用して地域で分娩ができる施設の増設を図り、
その上で、救急搬送システムを強化する方針を掲げ
た。
　必要な財源については、大規模公共事業の中止や
特別会計の積立金などの活用で年間１４兆円程度を捻
出できると試算した。一方で、自民党や公明党が主
張している消費増税には言及しなかった。
（７/２８MEDIFAXより）

医療費をＯＥＣＤ並みに引き上げ／国民新党
マニフェスト
　国民新党のマニフェストは、医療費をＯＥＣＤ加
盟国並みに引き上げることで、医師、看護師、介護
士の不足を解消、高齢化社会に対応する。救急患者
が病院から受け入れを拒否される問題についても緊
急に対応するとした。
　国民新党はマニフェストで小泉構造改革路線から
の転換を訴えている。社会保障関係では、介護の現
場で働く人の給与を、一般公務員並みに引き上げる
ことを挙げた。同時に在宅で「老々介護」を行う介
護者を支援するため月５万－１０万円程度を支給す
る。
　税制では、大企業や高額所得者に対して増税する。
消費税は引き上げず、全額社会保障のための目的税
にすることを掲げている。（７/２９MEDIFAXより）

高齢者居住安定確保法改正、政令案を閣議決
定／政府
　政府は８月４日、「高齢者の居住の安定確保に関す
る法律施行令等の一部を改正する政令案」を閣議決
定した。５月の高齢者居住安定確保法改正で、都道
府県に策定を求めた「高齢者居住安定確保計画」に
盛り込む「高齢者居住生活支援事業」の範囲を規定

したほか、改正法の施行期日を定めた。
　高齢者居住安定確保計画には、高齢者向け賃貸住
宅や老人ホームの供給目標などを盛り込むとしてい
る。政令案では、同計画に盛り込む高齢者居住生活
支援事業の範囲について▽老人福祉法に規定する老
人居宅生活支援事業（老人デイサービス事業など）
▽介護保険サービスを提供する事業（居宅サービス、
地域密着型サービスなど）▽健康保険法に規定する
訪問看護事業▽病院や診療所が高齢者に対する保健
医療サービスを提供する事業―などと規定した。改
正法の施行期日は、高齢者居住安定確保計画などに
関する部分は８月１９日、高齢者円滑入居賃貸住宅の
登録などに関する部分は来年５月１９日。
（８/５MEDIFAXより）

次期改定で対応可能な項目整理／厚労省の医
療・介護連携会議
　厚生労働省の医療、介護関係部局幹部らで構成す
る「医療・介護改革調整会議」（議長＝水田邦雄・厚
生労働事務次官）が８月１１日、初会合を開いた。「医
療の機能分化・連携」「介護と医療の連携（地域包括
ケア）」の両検討班を設置して次期診療報酬改定など
で対応可能な具体的項目を整理し、改定の基本方針
を議論している社会保障審議会医療部会・医療保険
部会での検討に反映させる考え。
　今後、想定される検討事項として、医療の機能分
化・連携班では▽急性期の強化▽一般病床の機能分
化（回復期、亜急性期、その他の一般）▽病診連携
▽療養病床の取り扱い─が、介護と医療の連携班で
は▽在宅サービスの連携・地域包括ケア▽在宅医療・
介護、訪問看護、居住系施設・介護施設に対する外
部からの医療提供▽主治医・高齢者担当医の役割―
などが挙がっている。９月をめどに項目を整理する
方針。（８/１２MEDIFAXより）

医師の偏在解消が当面の課題／厚労省・阿曽
沼医政局長
　厚生労働省医政局の阿曽沼慎司局長は８月４日、
就任後初めて会見し、「当面やらなければならないこ
とは、骨太の方針２００９に記載されているとおりで、
はっきりしている。１つは医師の偏在の問題をどう
するかが大きな鍵」と述べた。医師の絶対数につい
ては、増やす必要があるとした上で、「偏在は数を増
やしたからといって解決するとは限らない」と指摘
し、時間をかけて検討する考えを示した。
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　阿曽沼局長は、人口当たりの医師数は都道府県間
で最大２倍程度の差があり、都道府県内でも地域偏
在が見られるとし「医師の絶対数の増加とは別に、
偏在問題をどう解決するか知恵を絞りたい。都道府
県に対しては、地域医療再生基金で各県単位での医
師の偏在問題の検討を求めている」と話した。
　さらに、「自由開業医制度や国民皆保険の枠組み自
体は成功してきたが、今後、大きな仕組みをどう運
用していくか検討する時期にきている」と述べた。
（８/５MEDIFAXより）

診療報酬プラス「環境整った」／水田次官
「めりはりは必要」
　水田邦雄・厚生労働事務次官は８月６日、就任後
初めて専門紙各社と会見し、来年度予算概算要求基
準で社会保障費の自然増分がそのまま認められたこ
とについて「後発医薬品の使用促進などによって財
源が出てくれば、次期診療報酬改定でプラス改定を
する環境が整った」と述べた。ただ「保険者に対す
る影響も考慮しなければならない。血税をどう使う
のか。めりはりの利いた改定をしなければならない」
との見解を示した。（８/７MEDIFAXより）

次期改定へ「経験生かし他局と連携図る」／
外口保険局長
　厚生労働省保険局長に医系技官で初めて就任した
外口崇氏は８月７日、就任後初めて専門各紙との会
見に応じ「医政局、老健局と連携して国民のニーズ
に応える診療報酬改定ができるように、事務局とし
ての役割を果たしていきたい」と抱負を語った。医
政局長として２年間、医療提供体制に関する予算・
制度面に携わったことや、保険局医療課の課長補佐
を務めた経歴を踏まえ「（保険局長としての仕事に
も）これまでの経歴は役に立つと思う。今回の人事
が『いい人事だった』と言われるようにすることが
責務だと考えている」と述べ、医政局などとの連携
強化に意欲を示した。（８/１０MEDIFAXより）

老健が医療・介護を支えるカギ／鈴木老人保
健課長
　厚生労働省老健局老人保健課の鈴木康裕課長は７
月２３日、新潟市で開かれた全国老人保健施設協会の
大会で「地域包括ケアと今後の介護老人保健施設」
をテーマに講演した。今後１－２年間は社会保障制
度の在り方を決断していく「分かれ目」とした上で、

「老人保健施設こそが今後の社会保障制度を支える
カギ」と強調した。医療と介護の拡充は必要とする
見方が社会的に強まっているとも指摘し、これまで
の社会保障費の抑制傾向から「潮目が変わってきた」
と話した。
　鈴木課長は「医療と在宅の中間施設」としての老
健の機能は存続するとした上で「今後、ある程度の
医療が必要な高齢者にも対応が可能な仕組みを整え
ることができれば、社会保障制度の大きな支えにな
る」と提案。有料老人ホームや高齢者専用賃貸住宅
などに入居している高齢者が一定の医療が必要にな
った際に老健で対応する形を提案した。
（７/２４MEDIFAXより）

受診率向上「保険者は前向きな取り組みを」
／保険局・大西室長
　厚生労働省保険局医療費適正化対策推進室の大西
証史室長は７月１７日、大分市内で講演し、特定健診・
保健指導の受診率などの目標達成度に応じて行われ
る後期高齢者支援金の加算・減算について「プラス
マイナス１０％の枠は決まっているが、具体的な制度
の詳細は当分の実施状況を見た上で議論する必要が
ある」との認識を示した。
　その上で「後期高齢者支援金の加算・減算やお金
の勘定だけで一喜一憂するのではなく、加入者の健
康をより良くすることが任務だと認識し、前向きに
取り組んでほしい」と述べ、受診率向上に向けた保
険者の積極的な活動を要請した。
（７/２１MEDIFAXより）
 
医師偏在の解消へ、診療報酬の手当て必要／
厚労省の総合評価
　総務省の政策評価・独立行政法人評価委員会が重
要対象分野に選定した「医師確保対策」について、
厚生労働省は８月３日の「政策評価に関する有識者
会議」（座長＝高橋紘士・立教大教授）に、これまで
の厚労省の施策を検証した総合評価書案を提示し
た。
　医師確保対策に関する総合評価書案は①医師数の
決定方法②医師の偏在の是正について―の２項目を
検証している。医師の需給見通しを推計するに当た
っては、高齢化や医師の勤務実態、医療提供体制の
在り方など、さまざまな要因をできるだけ考慮して
専門的に推計するとしている。医師の偏在の是正に
関しては、経済的インセンティブに一定の効果があ
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るとし、病院勤務医の負担軽減につながるような診
療報酬を設定することが必要と分析した。
（８/５MEDIFAXより）

生殖医療専門医など３資格が広告可能に／厚
労省が通知
　厚生労働省は７月２３日付で、医療法に基づき広告
可能な医師の専門性に関する資格名の改正について
都道府県に通知した。日本周産期・新生児医学会な
ど３学会の専門医資格が広告可能となった。新たに
広告可能となった専門医資格は▽日本周産期・新生
児医学会「周産期（新生児）専門医」▽日本生殖医
学会「生殖医療専門医」▽日本小児神経学会「小児
神経専門医」―の３資格。今回の改正により、７月
２３日現在の広告可能な専門性資格名は医師５３資格、
歯科医師４資格、看護師２６資格となった。
　都道府県の「医療機能情報提供制度」には、２０１１
年７月２２日までの間に反映させる。
（７/３１MEDIFAXより）

患者委員「すべての難病を研究対象に」／厚
科審・難病対策委
　厚生労働省は７月３０日、厚生科学審議会疾病対策
部会難病対策委員会（委員長＝金澤一郎・日本学術
会議会長）を開いた。同日は、患者の立場から伊藤
建雄委員（日本難病・疾病団体協議会代表）が「新
たな難病対策・特定疾患対策を提案する」とする同
協議会の提言を紹介し、「原因究明と治療の確立は難
病患者の共通の願い。すべての疾患を研究事業の対
象にしてほしい」などと述べた。
　同協議会の提言は、難病対策の現状について「特
定疾患に指定されている疾患と指定されていない疾
患との格差や、小児慢性特定疾患治療研究事業対象
疾患の２０歳を超えた患者への支援など、至急取り組
まなければならない課題が山積している」と指摘。
具体的には▽原因究明と治療法の確立を目指す研究
と社会的支援の研究に集中する▽医療費負担の軽減
は本来、健康保険で行うべきであることから、長期
療養給付制度を拡充し、高額療養費制度の負担限度
額を大幅に引き下げる―などを提案している。
（７/３１MEDIFAXより）

疼痛疾患、呼吸器疾患に対策を／厚労省・慢
性疾患検討会
　厚生労働省の「慢性疾患対策の更なる充実に向け

た検討会」（座長＝久道茂・宮城県対がん協会長）は
７月１５日、今後、重点的な対策の対象とすべき疾患
について議論した。委員からは、慢性疼痛疾患や慢
性呼吸器疾患などが施策の対象から抜け落ちている
との指摘や、糖尿病患者に対する治療で地域連携を
さらに推進すべきとの意見が上がった。対策を重点
化すべき疾患を絞り込む際の評価の指標として、池
田俊也委員（国際医療福祉大薬学部教授）は、開発
途上国を中心に健康分野の政策立案に用いられてい
る「ＤＡＬＹ（障害調整生存年）」が有効と指摘し
た。池田委員によると、ＤＡＬＹは死亡年齢や障害
度を加味した健康指標で、死亡数だけではとらえら
れない疾病負担を定量的に評価することができると
いう。（７/１６MEDIFAXより）

社保審、２年半ぶりに総会／貝塚会長を再任
　厚生労働省の社会保障審議会は８月６日、２００７年
３月以来となる総会を開き、貝塚啓明・東京大経済
学研究科金融教育研究センター長を新会長に選出し
た。会長代理は大森彌・東京大名誉教授が務める。
会長と会長代理はともに再任。
　同日は、社保審の下に設置する分科会、部会、特
別部会での議論について厚労省から報告を受けた。
また、１０年１月の日本年金機構の設置に伴い、機構
の業務運営の在り方を審議する「日本年金機構評価
部会（仮称）」を設置することを了承した。
（８/７MEDIFAXより）

医学部定員、過去最大８８５５人に／文科省、増
員は地域枠が要件
　「骨太の方針２００９」で「医師など人材確保策を講ず
る」とされたことを受け、文部科学省は７月１７日、
医学部の総定員を２０１０年度に最大８８５５人まで増やす
ことを認めると発表した。０９年度より３６９人増員し過
去最大を更新した。地域医療再生計画での奨学金制
度を活用した「選抜枠」での増員を要件とし、医師
の地域定着をより鮮明に打ち出した。今回の措置で
文科省は１０年度定員増の認可申請期限を特例的に１０
月末とする。
　医師養成数全体はチーム医療の推進などを踏ま
え、おおむね５年ごとに見直すとしている。１１年度
以降の増減幅は状況に応じて検討するが、今回の増
員幅は今後１０年間は維持する方針。文科省は「現時
点では医師不足は続いており、１１年度に定員数を減
らすことは考えにくい」（高等教育局医学教育課）と
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している。（７/２１MEDIFAXより）  

筋骨格系などにも対策を／厚労省・慢性疾患
検討会が報告書
　慢性疾患対策の整理・再編に向けた方向性を議論
してきた厚生労働省の「慢性疾患対策の更なる充実
に向けた検討会」（座長＝久道茂・宮城県対がん協会
長）は８月１０日、報告書にあたる「検討概要」をま
とめた。慢性疾患対策の現状について、生活習慣病
などに対する対策は進む一方、筋骨格系・結合組織
の疾患や慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ）などには系
統的な施策が行われていないとし、対策の充実につ
いて検討することを求めている。今回の取りまとめ
を受け、厚労省は今後、施策の具体化に向けた検討
を行う。（８/１１MEDIFAXより）

慢性期の「質」把握へ、評価票に項目追加／
厚労省が提案
　医療療養病床で提供されるサービスの質を把握す
るため、厚生労働省は８月１０日の中医協・慢性期入
院医療の包括評価調査分科会（分科会長＝池上直己・
慶応大教授）で、患者個別の医療区分・ＡＤＬ区分
を把握するための評価票に、質に関する評価項目（Ｑ
Ｉ）を追加することを提案した。現在は医療機関の
任意となっている評価票への記入を必須とし、レセ
プトの備考欄への記載を簡素化することも併せて提
案している。
　医療区分・ＡＤＬ区分を把握するための評価票は、
医療区分に関して３７項目、ＡＤＬ区分に関して４項
目で構成され、基本的にサービスの質に関する項目
は含まれていない。前回改定では、医療の質の評価
に関する検討の必要性を指摘した同分科会の報告書
に基づき、ＱＩの中で①ＡＤＬ区分１・２の患者の
褥瘡②ＡＤＬ区分３の患者の褥瘡③ＡＤＬの低下④
尿路感染症⑤身体抑制―の各項目に関する病棟単位
の該当患者数を把握する「治療・ケアの内容の評価
表」を導入したが、提出義務などはない。
（８/１１MEDIFAXより）

ＤＰＣ３種類の「逓減制」を了承／中医協・
基本問題小委
　中医協・診療報酬基本問題小委員会（委員長＝遠
藤久夫・学習院大教授）は８月５日、ＤＰＣの１日
当たり点数の新しい設定方法を了承した。２０１０年度
以降、入院期間に応じた「逓減制」を現行の２種類

から３種類に改変する。厚生労働省保険局医療課は、
新たに３種類の逓減制を導入することによって、入
院初期の１日当たりの医療資源の平均投入量が大き
い場合や、入院から数日を経過した後に医療資源の
投入量が包括点数を上回る場合など、現行の仕組み
では点数設定が実態と乖離していた問題を解消する
ことができるとしている。
　次期診療報酬改定から調整係数が段階的に廃止さ
れるのに伴い、「入院期間Ⅰ」（診断群分類ごとの２５
パーセンタイル値に相当する在院日数）までの点数
について、平均点数より１５％上乗せしている現行の
逓減制に加え、①入院期間Ⅰまでの点数をさらに上
乗せし、それ以降の点数を引き下げる②入院期間Ⅰ
までの点数を引き下げ、それ以降の点数を引き上げ
る―の類型を新たに設ける。
　がん化学療法など現行で入院初期の資源投入量が
著しく高い場合に、入院期間Ⅰを診断群分類ごとの
５パーセンタイル値に相当する在院日数に設定して
いる逓減制は廃止する。（８/６MEDIFAXより）

次期改定の検討スケジュール、早期提示を／
中医協で遠藤会長
　中医協の遠藤久夫会長は７月２９日の中医協総会
で、次期診療報酬改定に向けた個別の診療報酬項目
の検討スケジュールについて、早ければ８月下旬の
次回総会で提示するよう事務局の厚生労働省保険局
医療課に求めた。医療課によると、社会保障審議会
の医療保険部会と医療部会の議論の行方を考慮しな
がら、両部会でテーマとして挙がった項目を参考に
スケジュールを示すことになるという。
（７/３０MEDIFAXより）

改定の基本方針「両論併記あり得る」／中医
協で佐藤医療課長
　厚生労働省は７月２９日の中医協総会（会長＝遠藤
久夫・学習院大教授）で、次期診療報酬改定の基本
方針策定に向けた検討状況について、社会保障審議
会の医療保険部会と医療部会での議論の様子を報告
した。厚労省保険局医療課の佐藤敏信課長は、基本
方針について、医療保険部会と医療部会の議論の整
合性が図れない場合は両論併記の形で基本方針をま
とめる可能性もあるとの考えを示した。ただ、救急
医療全般に関する議論については、社保審の両部会
の議論に先行する形で７月８日の中医協・診療報酬
基本問題小委員会で始まっている。
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（７/３０MEDIFAXより）

部門別収支、次期改定には反映せず／中医
協・基本問題小委
　中医協・診療報酬基本問題小委員会（委員長＝遠
藤久夫・中医協会長）は７月２９日、中医協のコスト
調査分科会による２００８年度の「医療機関の部門別収
支に関する調査」の結果について、田中滋分科会長
（慶応大教授）から報告を受けた。田中分科会長は①
客体が結果的にＤＰＣ病院に限られている②別途デ
ータが必要となるなど医療機関の負担が大きい─と
いった課題があると指摘。委員からは「客体が少な
く、全医療機関を代表するとは言えない」「調査結果
の分析はまだ早い」との意見が上がった。厚労省も
「改定に使える段階にはない」（保険局医療課）とし
ており、０８年度の部門別収支に関する調査結果を１０
年度の診療報酬改定に反映させる可能性は、ほぼな
くなった。（７/３０MEDIFAXより）

医療区分１の細分化に否定的見解／中医協・
慢性期分科会
　中医協・慢性期入院医療の包括評価調査分科会は
７月２９日、医療区分１の患者を病態によって細分化
する是非について議論した。武久洋三委員（日本慢
性期医療協会長）が提案している医療区分１の細分
化に関する病態像（４１項目）に沿って、２００８年度調
査でデータが得られた患者を割り振ったところ、区
分２・３の患者が８割以上該当する項目が大半を占
める結果となった。結果を踏まえた委員の議論では、
細分化に否定的な意見が多く出た。
（７/３０MEDIFAXより）

薬価維持特例「導入は極めて困難」／中医
協・薬価部会で日医
　中医協・薬価専門部会（遠藤久夫部会長）は８月
５日、製薬業界トップから、日本製薬団体連合会の
薬価制度改革案についてあらためて意見聴取した。
日本製薬工業協会の長谷川閑史副会長と米国研究製
薬工業協会の関口康在日執行委員長が出席し、「薬価
維持特例」の導入を強く訴えたが、日本医師会の委
員は「導入は極めて困難」と明言。導入に理解を示
す委員も一部いたものの、意見集約はできなかった。
同部会は次回以降、導入の必要性の議論を継続しつ
つ、制度設計の課題など、具体的な中味の議論を始
める。（８/６MEDIFAXより）

薬価引き下げ分を本体に／次期診療報酬改定
で佐藤医療課長
　厚生労働省保険局医療課の佐藤敏信課長は８月２
日、全国有床診療所連絡協議会総会で講演し、２００８
年度診療報酬改定と社会保障費２２００億円削減方針と
の関連性について「長年にわたって薬価の切り下げ
分などを技術料に振り分けるのは不文律となってい
た。前回改定時は２２００億円削減方針があったため、
薬価切り下げ分などが削減の一部に充てられた」と
解説した。２２００億円削減が撤回された次期改定につ
いては「理論的には、薬価引き下げ分などを診療報
酬の引き上げ分に充てることが可能となる」と述べ
た。（８/４MEDIFAXより）

後発品進まない場合の薬価下げで３案／厚労
省論点案
　厚生労働省は７月１５日の中医協・薬価専門部会に、
日本製薬団体連合会の薬価制度改革案について論点
案を提示した。薬価維持特例を導入し、数量ベース
で３０％以上を目指している後発医薬品使用促進が計
画通り進まなかった場合の既収載品の薬価引き下げ
について、「後発品のある先発医薬品のすべてを一定
率で引き下げる」など３つの案を盛り込んでいる。
　薬価維持特例の必要性については、診療側委員か
ら疑問が出ていることなどを踏まえ、「製薬企業の経
営状況や新薬の研究開発・供給状況を勘案した上で
の検討が必要」と明記した。
　未承認薬などの開発促進については、製薬業界が
進捗状況を中医協に報告する方針としているとした
上で、国が要請した品目の開発・上市を適切に進め
ていない企業に対しては、薬価維持特例の適用の際、
「厳しい対応を考えざるを得ない」とした。逆に、ド
ラッグ・ラグが起きないよう適切なタイミングで開
発・上市している場合などは「特段の評価を検討す
る」との方針を示した。
　厚労省の磯部総一郎薬剤管理官は終了後の会見で
「厳しい対応」について「適用対象品目があっても適
用しないことなどが考えられる」と説明。「特段の評
価」については「特例の対象品目を緩めることや、
後発品使用が計画通り進まない場合の既収載品の薬
価引き下げを薬価維持特例の一定率引き下げで対応
することになった場合に、その率を緩和することな
どが考えられる」と述べた。
　論点案はまた、特許切れ後の後発品の薬価算定・
改定方法にも触れ▽先発品薬価から「薬価改定猶予
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分」（特例維持分）を引いた上で０.７掛け算定し、そ
の直後の改定で市場実勢価による改定を行う▽先発
品薬価の０.７掛けで算定し、直後の改定で、薬価改定
猶予分の率に後発品の市場実勢価による引き下げ分
を加えて引き下げる―の２案を示した。
　さらに、後発品使用が計画通り進まなかった場合
の既収載品の薬価引き下げについては▽後発品のあ
る先発品のすべてを一定率引き下げる▽後発品のあ
る先発品と、後発品のすべてを一定率引き下げる▽
薬価維持特例の対象となる先発品について、薬価維
持水準から一定率引き下げ―の３案を示した。
（７/１７MEDIFAXより）

医療保険部会、「選択と集中」に賛否／次期
改定議論スタート
　厚生労働省の社会保障審議会・医療保険部会（部
会長＝糠谷真平・国民生活センター顧問）は７月１５
日、社保審・医療部会に続いて次期診療報酬改定の
基本方針策定に向けた議論を始めた。この日は、中
期プログラムの別添工程表に盛り込まれた次期改定
での「選択と集中」の考えに基づく配分の見直し方
針に対し、医療関係の委員が「全体の底上げが必要」
と訴えたが、経済団体や保険者団体の委員からは保
険者財政の悪化などを踏まえ、めりはりのある改定
を訴える意見が相次いだ。
　厚労省保険局総務課の神田裕二課長は、資料説明
の中で「選択と集中」の考え方について「前回の改
定では病院と診療所の配分となったが、現段階では
特定のものを指しているわけではない。一般病床の
中や診療科の重点化も含まれている」と説明した。
藤原淳委員（日本医師会常任理事）は、過去の診療
報酬改定で救急、産科、小児科などに手厚く配分さ
れてきたとし「診療所も危機的な状況にある。診療
報酬全体の底上げが必要」と強調した。
　これに対し、齊藤正憲委員（日本経団連社会保障
委員会医療改革部会長）は「大幅な引き上げを求め
る声は強いが、健保組合の財政状況なども考慮する
必要がある」と主張。救急医療などに手厚く予算措
置がされていることを踏まえ、診療報酬と補助金な
どの役割の明確化が必要との認識を示した。
　逢見直人委員（連合副事務局長）も「診療報酬の
引き上げは保険料負担にはね返る。限られた財源を
大胆にシフトするダイナミックな視点が必要」と述
べた。対馬忠明委員（健保連専務理事）も健保組合
財政の悪化を指摘した上で「どの部分に重点的な評

価が必要かを具体的に指摘する議論が必要」と述べ
た。
　医療保険制度に「国民の視点」を反映させる観点
から新たに委員に加わった樋口恵子委員（高齢社会
をよくする女性の会理事長）は「医療をどう回復し
ていくかという観点の議論が必要」とし、「産科や救
急に手厚く充てるのは結構だが、国民の立場では『分
散と公平』を図ってもらいたい」と主張。軽症高齢
者の救急搬送が多い背景を分析する必要性などを訴
えた。
　多田宏委員（国保中央会理事長）は、２００８年度改
定結果検証で算定割合が少なかった後期高齢者診療
料について「かかりつけ医の機能の萌芽と思われた
が、ほとんど利用がない。しかし、みんなが利用す
る努力をしなければならない。誰も利用しないから
駄目ということではない」と主張した。
（７/１６MEDIFAXより）

後期高齢者制度見直しの議論も／社保審・医
療保険部会
　厚生労働省は、７月１５日の社会保障審議会・医療
保険部会で、後期高齢者医療制度の見直しに関する
課題や、今年度で国の支援措置が終了する国保財政
基盤強化策について意見を求めた。年末にかけて議
論を進める方針だ。
　後期高齢者医療制度の見直しに関しては、舛添要
一厚生労働相が設置した検討会や与党のプロジェク
トチームなどで課題を整理してきた。示された課題
には７５歳以上に限定した診療報酬体系の見直しや高
齢者にふさわしい医療サービス提供の在り方なども
含まれている。
　この日の議論で藤原淳委員（日本医師会常任理事）
は、後期高齢者診療料の算定割合が少ないことを取
り上げ「はしご受診の抑制などを目指す趣旨だった
が、実際には８割以上の高齢患者が１、２カ所で受
診している。いくらかかりつけ医の形をとっても医
療費節減にはつながらないのでは」と述べた。国保
や広域連合の委員からは「制度は定着しつつある」
とし、抜本的な見直しに慎重な意見が多かった。
　国保財政基盤の強化については、国保関係の委員
から支援の継続を求める意見が出た。
（７/１６MEDIFAXより）
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集団的個別指導、過半数が「非該当」だった
／近畿厚生局、大阪で
　診療報酬請求の“高点数医療機関”に対して実施
される「集団的個別指導」の対象として、今年４月
から７月末までに大阪府内で選定された医療機関の
うち、半数以上が「非該当」だったことが分かった。
大阪府医師会は近畿厚生局に抗議し、経緯を郡市区
医師会に通達した。同厚生局も非該当医療機関にそ
の旨を通知した。
　集団的個別指導は、今年度から地域ブロック単位
の地方厚生局が実施することになり、対象を選定す
る際の大阪独自のローカルルール「上位４％の高点
数医療機関」が全国レベルの「上位８％」に引き上
げられた。このため府内の医療機関には、新ルール
による指導に対する警戒感が強まっていた。
　今回、近畿厚生局が対象として７月末までに選定・
通知した医療機関は６４４（１医療機関は休止のため実
際は６４３）。しかし通知された医療機関から指摘を受
けた大阪府医が、近畿厚生局に確認を求め、同局が
見直しを行った結果、半数を超える３５１医療機関が、
本来選定の対象とはならない医療機関だったことが
判明した。
　大阪府医によると、今回の「誤り」は近畿厚生局
が従来の被用者保険のデータに国保のデータを加え
た際、事務処理を間違えたため起きたという。同厚
生局も「データの一部の不具合」と説明している。
個別指導に関して大阪府医は「医師会と行政が協力
して実施できる運用への見直し」を今まで以上に日
本医師会を通じて働き掛けるとしている。
　集団的個別指導は、レセプト１件当たりの平均点
数が、各都道府県の平均点数と比べて病院が１.１倍、
診療所が１.２倍を超え、かつ過去２年間に指導を受け
た医療機関を除いた上位８％の医療機関が対象。
１９９６年度に集団的個別指導が開始されて以後、大阪
では毎年度ほぼ３００医療機関程度が対象となってき
た。今回、対象を上位８％に広げたにもかかわらず、
実際の対象は例年と変わらない２９２医療機関にとど
まったのは、県内平均点の１.１倍超、１.２倍超の要件を
満たさず対象から外れる医療機関が多かったのが原
因とみられる。
　大阪府医は会員への説明文書の中で「指導の通知
が送付されてくること自体、プレッシャーに感じる
会員も少なくない。本来、慎重にも慎重を期して送
付されるべき性格のもの。近畿厚生局への事務移管
後、最初の実施に際して事前チェックなしで初歩的

な誤りを犯したことは前代未聞で容認できない」と
厳しく批判している。（８/１０MEDIFAXより）

「４疾病」で全県共用の連携パス／千葉県医
　千葉県医師会は、がん、脳卒中、急性心筋梗塞、
糖尿病の４疾病ごとに「千葉県共用地域医療連携パ
ス」を策定し、２００９年度から普及に向けた取り組み
を千葉県とともに開始した。県によると、４疾病で
形式を統一した連携パスの策定は、全国でも初めて
の取り組み。連携パスの普及協力医療機関は、７月
末までに１４３施設の登録を受け付けた。
　千葉県は０８年４月に改訂した保健医療計画で、疾
病ごとに急性期、回復期などの段階に応じた医療機
関の役割分担と連携の在り方を示した「循環型地域
医療連携システム」を構築。千葉県医は同システム
の円滑な運用を図るため、県の委託を受けて「全県
共用型地域医療連携パス」作成ワーキンググループ
を設置し、４疾病ごとに全県共用の連携パスを策定
する検討作業を進めた。
　０９年２月には県内の医療関係者を集めたシンポジ
ウムで連携パスを公表。その後も県内９カ所の２次
保健医療圏ごとに地域保健医療協議会などを通じて
意見集約を行い、３月までに千葉県医療審議会の承
認を得た。（８/４MEDIFAXより）

医療費無料化だけで「うまくいかない」／旧
沢内村検証の研究グループ
　戦後、全国に先駆けて老人医療費の無料化を行っ
たとして知られる岩手県・旧沢内村（現西和賀町）
について検証してきた岡山大などの研究グループは
８月１１日、「患者負担の無料化が効果を発揮するに
は、保健と医療を一体とするシステムづくりが必要」
などとする検証結果を発表した。同大医学部の浜田
淳教授は「無料化が成功したのは、保健教育の徹底
などの施策が併せて行われたから。高齢者や子ども
の医療費を無料化する自治体が出てきているが、そ
れだけではうまくいかない」と話している。
　旧沢内村では、１９６０年から村内の国保沢内病院を
外来受診した６５歳以上の高齢者について医療費の無
料化を開始し、６１年には対象を乳児と６０歳以上に拡
大。隣接する旧湯田町と合併した２００５年まで続けら
れた。
　同村では当時、村内の地域ごとに住民から「保健
委員」を選び、保健師とともに保健活動を行ったほ
か、住民への保健教育を徹底。国保沢内病院の副院
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長を村の健康管理課長が兼務し、村の保健師は病院
で勤務させるなど医療と保健の連携を図った。研究
グループによると、こうした施策によって、老人の
医療機関の受診率が増加しても、医療費の伸びはそ
れを下回り、国保被保険者１人当たりの医療費も大
幅に低下したという。
　近年、後期高齢者医療の自己負担分や子どもの医
療費を無料化する自治体が出てきているが、研究グ
ループの宇野裕・日本社会事業大専務理事は「非常
に危険」と指摘。浜田教授は「無料化が過剰受診を
生み出して過大な財政負担にならないか、コンビニ
受診を誘発して医師の勤務をさらに過酷にしていな
いか、慎重に検証する必要がある」としている。
（８/１２MEDIFAXより）

医療による活性化で研究会／経産省
　二階俊博経済産業相は８月１１日の閣議後の記者会
見で、医療サービスの拡充を通じて経済活性化を目
指す「医療産業研究会」を発足させると発表した。
　日本の高度な医療技術を、産業として活用する取
り組みを強化。受診を目的に海外から来日する「医
療ツーリズム」の拡大をはじめとする海外との連携
や、エステなど健康関連サービスとの組み合わせで、
新たな市場を生み出す方策を検討する。
　９月上旬にも第１回会合を開き、来春には報告を
とりまとめる予定。【共同】（８/１２MEDIFAXより）

医師は引き下げ対象外に／人事院勧告
　人事院は８月１１日、２００９年度の国家公務員平均年
間給与の２.４％引き下げを国会と内閣に勧告した。た
だ、国の医療施設に勤務する医師については、引き
下げの対象としなかった。人事院は「勤務医確保が
重要課題となっているため」としている。
（８/１２MEDIFAXより）

教育的にフリーアクセス制限を／全国医師連
盟が緊急提言
　全国医師連盟は８月６日、「持続可能な医療体制を
実現するための５つの緊急提言」を発表した。「勤務
医の過剰労働は医師個人の志で維持できるレベルで
はない」とし、たとえ医療費が増大しても、仕事量
が今のまま増大すれば労働環境は改善されないとし
て、教育的な手法を用いてフリーアクセスを制限す
べきと主張している。
　提言は①診療報酬は人的資源にかかる費用を重視

し、決定過程を透明化する②医療の需要を制限する
緊急避難的な施策の検討③病床当たりの勤務医を大
幅に増員し、労働環境の適法化に取り組む④医師を
強制的に計画配置することは、医師の診療能力を低
下させる⑤医療事故補償基金を創設し、患者救済を
図る─の５項目。
　「医療の需要を制限する施策」では、「小児の夜間
診療や救急車の利用に当たっては、教育的な手法を
用いてフリーアクセスを制限し、医療現場を維持・
回復させるべき」としたほか、紹介状なしの高次病
院受診の原則禁止などによって、不要不急の診療を
減少させることが必要と主張した。
　診療報酬に関しては、決定過程を検証可能なもの
とするために透明化することが求められるとした。
「現在の診療報酬決定には、内容の妥当性と議論過程
の透明性に疑問が残る」とも指摘した。
（８/７MEDIFAXより）

再診料の病診格差の是正は疑問／日医・藤原
常任理事
　日本医師会の藤原淳常任理事は、８月９日の中部
医師会連合社会保険特別委員会で、中医協で議論し
た２００８年度診療報酬改定の検証結果を基に次期改定
の方向性を解説した。
　再診料の外来管理加算については「５分要件」は
想像以上に大きな経済的影響を受け、不満の声も大
きいと指摘。「無理なエビデンスづくりによって要件
を設定したことが大きな問題」とし、あらためて
「５分要件」は不要とした。再診料について病院と診
療所で格差をなくす方向で議論が進んでいることに
も疑問を呈した。
　小児科で新設した「小児入院医療管理料１」につ
いては、公立の大きな基幹病院への手当として評価
できるとの見方を示す一方、医師数などの要件が厳
しく、中小病院では算定しづらい現状を問題視。要
件緩和による対象拡大が必要との見方を示した。
　救急医療対策では、「救命救急入院料」を「３日以
内」と「４－７日」に分けたことを「きめ細かな対
応」と評価した。ｔ-ＰＡ投与で算定できる「超急
性期脳卒中加算」の新設については、届け出施設も
すでに６５１施設に達するなど一定の意義があったと
指摘。ただ、算定要件の緩和が求められるとの考え
を示した。
　「地域連携診療計画管理料」の対象疾患に「脳卒中」
が追加されたことも評価した。ただ、前回改定で点
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数が大幅に引き下げられた点に疑問を呈し、地域連
携パスを今後、拡大させるためにも、インセンティ
ブを与える点数設定が必要になると指摘した。
　病院勤務医の負担軽減については、勤務状況がま
だよいとは言えないとの見方を示す一方、「大変と言
われている部分はどこなのか、しっかり見る必要が
ある」と指摘。「その上で、中医協で医療崩壊をどう
理解するかという本質的な議論が行われるべきであ
りながら、行われていない」と述べた。
　後発医薬品の使用促進については「国民を含めて
信頼性がまだ不十分」とし、大学病院や公的病院な
どの大病院が率先して使用促進に取り組むことを提
案した。療養担当規則にまで「後発医薬品の使用の
考慮」が書き込まれたことは、医師にとって倫理綱
領ともいうべき療担の「品位を損なうことになった」
と批判。安全性に疑問を持ったまま、投薬の内容を
安易に変更される処方せん様式は改善すべきと主張
した。
　後発医薬品関連では静岡県医師会が東海北陸厚生
局静岡事務所から、保険医療機関の指導を行う際に
提出を求める「保険医療機関概況」の書式で「直近
１カ月の後発医薬品の使用状況等」を報告する欄を
追加する案が示されたことを同委員会に報告。こう
した対応は「療担の変更に基づく」との説明があっ
たという。他県からは、口頭で後発医薬品の使用状
況について問われることはあっても、文書に記載す
ることはないとの情報提供があり、静岡県医も同様
に対応する意向を示した。（８/１１MEDIFAXより）

１０年度改定の最重点要望項目は１０項目／日
医・委員会
　日本医師会の藤原淳常任理事は８月９日、名古屋
市で開かれた中部医師会連合社会保険特別委員会で
医療保険をめぐる最近の中央情勢について報告し、
日医の次期診療報酬改定に向けた取り組みなどを説
明した。この中で、日医の社会保険診療報酬検討委
員会が２００９年３月、次期改定に向けて要望書をまと
めたことに言及。最重点要望項目や優先要望項目を
紹介し、具体的な改定につなげていくことに意欲を
示した。
　要望書に記載した最重点要望項目は１０項目。▽初
診料、再診料の適切な評価（引き上げ）▽外来管理
加算の見直し（特に時間要件の廃止）▽入院基本料
の適切な評価（引き上げ）▽救急医療・２次医療を
担う地域中核病院（ＤＰＣ病院を含む）や中小病院

への配慮▽後期高齢者診療料の廃止▽基本診療料に
包括されている各種処置料の復活▽７種類以上の薬
剤の投薬に係る薬剤料、処方料、処方せん料逓減の
廃止▽短期滞在手術基本料３（ＤＲＧ／ＰＰＳ）の
廃止▽特定疾患療養管理料の対象疾患の拡大・算定
要件の見直し▽急性期病棟における介護（看護補助）
加算の拡大と看護基準の柔軟な運用―を取り上げ
た。すでに厚生労働省にも提示し、改定作業を進め
る上で配慮を求めたという。
　優先要望項目はさらに具体的な内容に踏み込み▽
入院基本料等加算における救急搬送加算の新設▽精
神病棟入院基本料の引き上げ▽有床診療所入院基本
料の引き上げ▽小児入院医療管理料の増点▽有床診
療所回復期リハビリテーション病室入院料の新設▽
小児科外来診療料の引き上げと対象年齢の拡大▽在
宅自己導尿指導管理料における「在宅排尿指導管理
料」への名称変更と区分の追加▽長期処方を原則１
カ月に制限する▽手術時に使用する医療材料・ディ
スポ製品の正当な評価▽体外照射「３　高エネルギ
ー放射線治療」の点数引き上げ―の１０項目を要望し
た。
　藤原常任理事は、この中で特に長期処方の原則１
カ月までの制限やディスポ製品の評価は「影響が大
きい」と指摘し、重要視する姿勢を示した。
（８/１１MEDIFAXより）

有床診の一般病床短期入所「活用を」／日医・
三上常任理事
　日本医師会の三上裕司常任理事は８月１日、熊本
市で開かれた全国有床診療所連絡協議会総会で講演
し、２００９年度介護報酬改定で有床診療所の一般病床
でも短期入所療養介護（ショートステイ）が算定で
きることになったことについて「特に要介護度の低
い人については病院よりも高い点数となっている部
分がある。活用してほしい」と訴えた。
　有床診療所一般病床の短期入所の１日当たり報酬
単価は、多床室で看護６対１、介護６対１の場合、
要介護度１で８２７点（病院の介護療養病床では７５６
点）、要介護度２で８７９点（同８６７点）など、要介護度
の低い人の点数は病院と比べて高く設定されてい
る。三上常任理事は「医療保険の一般・療養病床の
入院基本料は病院と比べて低く設定されているが、
ニーズは確実にある」と説明し、介護支援専門員
（ケアマネジャー）との連携による短期対応の重要性
を訴えた。（８/４MEDIFAXより）
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乳幼児加算の統一を要望へ／日医・竹嶋副会長
　日本医師会の竹嶋康弘副会長は７月１８日、次期診
療報酬改定に向けて、乳幼児加算の統一を求めてい
く意向を示した。都内で開かれた関東甲信越医師会
連合会医療保険部会で述べた。乳幼児加算について
は日本小児科医会などの要望もあり、基本診療料や
医学管理料、在宅医療、検査、画像診断、投薬、注
射を通じて統一化を図る方向で対応する考えを示し
た。ディスポ製品については、手術時に使用する医
療材料・ディスポ製品についての評価を再検討する
中で議論を広げていく方向性を示した。
　同日の部会では、レセプト審査での被用者保険と
国保の対応の違いを問題視する意見も出た。竹嶋副
会長は「差異をなくすことは医療サービスを受ける
側にとって、医療の透明性を高めることになる」と
指摘。社会保険診療報酬支払基金が「今後の審査委
員会のあり方に関する検討会」を設置したことに触
れ、同検討会の議論も見守りながら事態の改善を図
っていく考えを示した。（７/２２MEDIFAXより）

「救急搬送受応加算（仮称）」の新設要望へ／
日病協
　日本病院団体協議会は、救急車搬送患者の受け入
れに対する診療報酬上の評価を求めていく方向で検
討に入った。小山信彌議長（東邦大医学部心臓血管
外科教授）が７月１７日、取材に答えた。小山議長は「救
急医療に対する診療報酬の評価はＤＰＣ病院だけで
なく、非ＤＰＣ病院への評価も重要な課題だ」とし
た上で、加盟団体から「救急搬送受応加算（仮称）」
新設の要望を受け、検討を進めているとした。ただ、
小山議長は、救急車搬送への評価とは別に、自家用
車で受診した場合の評価の在り方や、救急患者の重
症度を評価に反映させるのかどうかなど、「詰めるべ
き課題がまだ残っている」とも指摘した。８月の代
表者会議で了承され次第、要望第２弾を厚生労働省
に提出する方針としている。
（７/２１MEDIFAXより）

急性期病院との連携で評価を／慢性期医療協
会、１０年度改定の要望書
　日本慢性期医療協会は７月１６日付で、２０１０年度診
療報酬改定に関する要望書を厚生労働省保険局医療
課の佐藤敏信課長に提出した。慢性期医療機関が急
性期医療機関と連携して患者を受け入れた場合など
に、診療報酬で評価するよう求めた。

　要望書では、慢性期病院が急性期病院から患者の
新規紹介入院を受けた場合、「急性期受託加算」とし
て入院後１カ月間は１日３００点、２カ月目は１日１００
点を算定することを要望。慢性期病院の医師が、急
性期病院に入院中の患者を転院促進などのために訪
問した場合は、転院１回につき１０００点、看護師の場
合は５００点を付けるとした。
　医療区分については、区分ごとの重症（重度）加
算を要望。医療区分Ⅰで重度加算の対象とすべき病
態項目として▽重度意識障害（ＪＣＳ１００以上）▽が
んターミナル（余命１カ月以上）▽全麻手術後１カ
月以内―などを挙げ、これらに該当する場合は１日
２００点の重度加算を求めた。医療区分の改善・維持に
ついても評価を求めている。（７/２２MEDIFAXより）
 
中医協委員、対馬氏の後任に白川氏／健保連
が方針
　健保連は７月１７日、都内で定時総会を開き、政策
担当の常務理事に白川修二・元東芝健康保険組合理
事長を充てる役員人事を承認した。対馬忠明専務理
事は総会で、９月で任期切れとなる中医協委員につ
いて、後任に白川氏を充てる考えを示した。
（７/２１MEDIFAXより）

米国民「保険業界の人質」／オバマ氏、抵抗
勢力に反攻
　オバマ米大統領は８月１１日、ニューハンプシャー
州での対話集会で、焦点の医療保険改革に反対する
保険業界や保守派が、既得権益を守るため虚偽情報
を流して世論をミスリードしていると非難。多額の
補助金を受給する同業界は不当な巨利を得ていると
して「米国民は保険会社の人質だ」と述べるなど、
従来にない激しさで“抵抗勢力”の切り崩しに攻勢
を強めた。
　オバマ政権は公的保険の導入と希望者全員の保険
加入を目指しているが、保守派は「政府が介入すれ
ば医療の選択肢が狭まる」と反対。民主党議員が開
く対話集会で厳しい質問を連発し、電子メールやテ
レビＣＭで宣伝戦を展開している。
　オバマ氏は「改革で高齢者医療の質が低下する」
とのデマが出回っていると指摘。特定の利益団体が
政治力を駆使し「現実の法案とは似ても似つかない
不正確な内容」を流布して「米国民を脅し、道を誤
らせる」と警告した。
　また、現行制度では保険業界に１７７０億ドル（約１７

京都保険医新聞２００９年（平成２１年）８月２４・３１日　毎週１回月曜日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２７０５・２７０６合併号

第１２２号１６



兆円）の無駄な補助金が流入していると批判。加入
者の病状悪化などを理由にした保険金支払いの停止
が横行して「保険会社だけが利益を得ている」と述
べた。【ワシントン共同】（８/１３MEDIFAXより）

 

要介護認定の修正版テキストを送付／厚労省
　厚生労働省老健局は８月７日、１０月１日から要介
護認定に使用予定の「認定調査員テキスト」と「介
護認定審査会委員テキスト」を都道府県に事務連絡
した。
　厚労省は、修正を加えた認定調査員テキストと認
定審査会委員テキストが完成し次第、関係通知と併
せて送付し、ブロック研修やＤＶＤ配布、インター
ネット配信などによって自治体などに周知する予定
としている。
　修正版認定調査員テキストによる要介護判定が１０
月１日から始まった場合、それ以降に認定を申請す
る更新申請者は経過措置適用外となる。２００９年４－
９月に認定を受け、判定結果が自分の状態に合って
いないと考える新規申請者は、「要支援１」以上の場
合は区分変更申請や不服申請で、「非該当」の場合は
再審査などで対応するとしている。
（７/２９、８/１１MEDIFAXより）

経過措置適用前はさらに軽度化／要介護認定
で厚労省調査
　厚生労働省老健局が７月２８日に発表した要介護認
定状況の調査結果によると、２００９年４月の新方式導
入後、経過措置の適用前に「非該当」の判定を受け
ていた申請者の割合が前年の倍以上に増えるなど、
判定結果が軽度化していたことが分かった。厚労省
が、同日開いた「第３回要介護認定の見直しに係る
検証・検討会」で報告した。
　０９年では、経過措置適用前の２次判定結果で「非
該当」となっていた更新申請者の割合は１.６％で、前
年の４倍だった。経過措置適用前に「前回より軽度
に判定された」更新申請者は１９.５％で、前年から７.０
ポイント増加。０５年以降で最も多かった。要支援１
－要介護１の「軽度」の判定を受けた更新申請者は
５３.１％で、前年から４.０ポイント増加。要支援１が

１７.２％（前年比３.４ポイント増）、要支援２が１５.７％
（同２.３ポイント減）、要介護１が１８.６％（同１.７ポイン
ト増）だった。
　更新申請者と新規申請者を合わせた全体では、経
過措置適用前の２次判定結果で「非該当」だった申
請者は２.４％（前年比１.５ポイント増）だった。要支援
１が１７.８％（同３.５ポイント増）、要支援２が１４.４％
（同２.６ポイント減）、要介護１が１９.０％（同１.７ポイン
ト増）だった。（７/３０MEDIFAXより）

調査員研修、重点的に説明するほど軽度化／
要介護認定の自治体調査
　厚生労働省老健局が７月２８日の「要介護認定の見
直しに係る検証・検討会」で発表した要介護認定の
新方式の実施状況に関する調査によると、新方式で
の認定調査員研修を実施し、各調査項目の定義など
を重点的に説明した自治体ほど、１次判定での要介
護度が軽度に判定されていることが分かった。厚労
省は「認定調査員に対する研修を重点的にするほど、
軽度に判定される可能性が高いといえる」としてお
り、「認定調査員テキスト」の見直しが要介護認定の
軽度化につながった可能性もある。
（７/３０MEDIFAXより）

要介護認定、１次判定で軽度化の傾向／厚生
労働省
　厚生労働省は７月１３日、要介護認定の見直しに係
る検証・検討会（座長＝田中滋・慶応大教授）で要
介護認定状況の調査結果（第１次集計）を発表した。
新方式導入後の１次判定では、更新申請者と新規申
請者を合わせた全体で、「非該当」から「要介護１」
までの軽度の認定者が増加する傾向が見られた。
　２００５－０９年の間で４月と５月に申請し、各年５月
までに審査判定を行った要介護認定申請者のうち全
国の自治体から厚生労働省に報告のあったものにつ
いて集計した。１４９２の自治体から報告があり、集計
対象申請者数は２３万６４３５件だった。
　０９年の更新申請者と新規申請者を合わせた全体で
は、１次判定で非該当－要介護１の軽度の判定を受
けた申請者は５７.３％だった。前年と比べて３.５ポイン
ト増加していた。全体として１次判定で軽度者が増
加する傾向が見られたことに関して、厚労省は「織
り込み済み」とする見方を示した。要介護４と要介
護５の合計は１９.７％で、前年と同じだった。
　２次判定後の要介護度区分の割合は、全体として
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は前年度から大きく変化していないとしているが、
更新申請者に関しては経過措置適用後の情報を使用
している。
　１次判定と２次判定で要介護度が変わった申請者
の割合は、「重度変更された」が２７.１％で前年から６.７
ポイント増加。「変わらない」が６８.０％で前年より４.２
ポイント減少、「軽度変更された」が５.０％で前年よ
り２.４ポイント減少していた。
　新規申請者の０９年の２次判定結果では、非該当－
要介護１の判定を受けた人が６４.５％で、前年から３.６
ポイント増加していた。２次判定で１次判定の結果
が変わった人の割合は、「変わらない」が８２.１％（前
年度比７.５ポイント増）で最も多く、「重度変更され
た」が１４.４％（同２.５ポイント減）、「軽度変更された」
が３.５％（同５.０ポイント減）だった。
（７/１４MEDIFAXより）

介護施設開設の助成事業、対象経費などを通
知／厚労省
　厚生労働省老健局がこのほど発出した「介護職員
処遇改善等臨時特例基金管理運営要領」の局長通知
では、介護施設を開設するため土地の定期借地権を
設定した場合の一時金を助成する「定期借地権利用
による整備促進特別対策事業」と、施設開設の準備
経費を助成する「施設開設準備経費助成特別対策事
業」の、助成対象となる経費などを示している。補
助金の交付は、自治体などと調整し、秋頃に開始す
る予定としている。（８/１１MEDIFAXより）

介護療養でのサービス受給、依然減少／０８年
度介護給付費実態調査
　厚生労働省が７月３０日に発表した「２００８年度介護
給付費実態調査結果の概況」によると、介護予防サ
ービスか介護サービスのいずれかを０８年度に一度で
も受けた受給者数は４５１万６４００人で、過去最高だった
ことが分かった。一方、介護療養型医療施設でサー
ビスを受けた受給者数は、前年度に引き続き減少し
ていた。
　０８年５月審査分から０９年４月審査分までの介護給
付費の状況などを調べた。
　０８年度に介護サービスを受けた人は３６７万３００人
で、前年度から４万２００人増加していた。介護予防サ
ービスは１０９万９７００人で、前年度より５万５２００人増加
していた。一方、介護療養型医療施設で介護サービ
スを受けた人は１５万９２００人で、前年度から１万５６００

人減少していた。
　医療機関で短期入所療養介護のサービスを受けた
人は１万３７００人で、前年度から１７００人減少。医療機
関で介護予防短期入所療養介護のサービスを受けた
人は５００人で前年度から１００人減少していた。
（７/３１MEDIFAXより）

介護療養の人件費率６０.４％／０８年度介護労働
安定センター調査
　介護労働安定センターが７月３１日に発表した
「２００８年度介護労働実態調査の結果報告書」による
と、介護療養型医療施設の１施設当たり月額事業収
支（０８年９月）は収入３３８５万８０００円、費用３３１２万６０００
円だった。費用に占める人件費の割合は６０.４％だっ
た。
　ほかの介護施設の事業収支は、介護老人保健施設
では収入が５０２４万７０００円、費用が４４５５万１０００円。介
護老人福祉施設は収入４３２８万８０００円、費用３７６３万円
など。全介護事業所の平均は事業収入が１４８０万円で、
事業費用が１３３８万３０００円だった。
　介護サービスを運営する上での問題点（複数回答）
として「今の介護報酬では、人材の確保・定着のた
めに十分な賃金を払えない」と答えた事業所は
７１.６％で、前年に引き続き最も多かった。サービス
種別では、介護老人保健施設の７９.７％、介護老人福
祉施設の７６.３％、介護療養型医療施設の６８.８％がこの
点を問題に挙げた。「職員の定着率が低く困ってい
る」と回答した事業所のうち、８割が「十分な賃金
を払えない」とした。
　０７年１０月－０８年９月の介護労働者の採用率は
２２.６％、離職率は１８.７％だった。従業員数が十分でな
いと回答した事業所は全体の６３.０％で、「大いに不
足」が７.５％、「不足」が２１.４％、「やや不足」が３４.１％
だった。「適当」と回答した事業所が３６.５％、「過剰」
と回答した事業所は０.５％だった。
（８/３MEDIFAXより）

介護基盤やスプリンクラーの緊急整備で交付
要綱／厚労省
　厚生労働省は７月１５日までに、２００９年度補正予算
に盛り込んだ「介護基盤緊急整備等臨時特例交付金」
の交付要綱をまとめた事務次官通知を都道府県に送
付した。介護施設の緊急整備や既存施設でのスプリ
ンクラー整備を支援するのが目的で、都道府県に基
金を造成し交付する。
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　都道府県は今年９月末までに、交付申請額や基金
造成事業計画書を示した交付申請を行う必要があ
る。厚労省は近日中に、助成単価や基金の管理運営
要領などを通知する予定だ。
　通知では、基金への交付決定は交付申請書が到達
した日から原則として１カ月以内に行うとした。こ
のほか、基金の収入・支出などを示した調書の作成
など交付条件を提示。交付を受けた都道府県は、事
業完了後１カ月以内か、１０年４月９日までのいずれ
か早い日までに実績報告書を提出することも明記し
た。（７/１６MEDIFAXより）

 

第２回あんしん医療制度研究会を開く／京都
府
　１月２７日に全国知事会に提案した国民健康保険の
一元化や診療報酬決定権限委譲を含む「住民の健康
医療政策の更なる充実に向けた検討課題について」
（以下、京都府提案）を受け、京都府が今年度予算化
した「あんしん医療制度構築共同検討事業」による、
「あんしん医療制度研究会」の第２回となる会合が７
月１４日、開かれた。会議の進行は座長である今中雄
一委員（京都大学大学院医学研究科）、事務局からの
報告は京都府の池上医療企画課長が行った。
　今回の研究会は、京都府からレセプトデータを用
いた分析のフレームが示されると共に、委員ならび
に外部有識者からの報告が行われた。
　事務局である府の池上課長が「調査研究のフレー
ム案」を説明した。フレームは、①「疾病構造・医
療資源に関する調査研究」について②市町村国保に
関する調査研究③都道府県の保健医療政策に関する
調査研究―の３つの柱に整理された。
　このうち、①は、レセプトデータの活用が大きな
特徴。レセプトデータを用いた分析は、傷病名デー
タを用いて受療率等を分析可能。患者の住所データ
を用いて、市町村単位で患者数を把握できる、医療
費データを用いて、年齢別地域別の１人当たり医療
費を分析可能。行政データよりも統計誤差が生じに
くいとした。この研究で、患者の受診行動の状況や、
疾病構造の分析、医療資源の分析等を行い、疾病別・
事業分野別の望ましい医療提供体制を検討するとし

た、合わせて、医療費と医療資源の関係も分析する。
　②については、将来における各市町村の国保保険
料や、現状の保険料水準を維持する場合の一般会計
からの繰入額も推計する。
　以上の分析結果を踏まえ、③にあたる、詳細なデ
ータを用いた医療計画等の策定や、市町村国保の一
元化等、都道府県の保健医療政策をより効果的にす
るための方策について検討するとした。
　また、この日の研究会では委員及び外部有識者か
らの報告があり、京都府医師会副会長の安達秀樹氏、
福知山はなみずきの会の掃部修平氏、関西大学政策
創造学部教授の一圓光弥氏の３人が報告した。
（資料は資料編・２４ページを参照）

 

社会医療法人、７月末で５８法人に／厚労省・
指導課まとめ
　厚生労働省医政局指導課によると、７月末時点で
社会医療法人の認定数が５８法人になった。４月以降
は２２法人。７月には群馬県と和歌山県でそれぞれ第
１号の社会医療法人が誕生している。２００８年４月に
施行された社会医療法人制度は、北海道での認定を
皮切りに、３０都道府県・大臣所管１件の５８法人（６１
病院・１診療所）になる。都道府県別では、大阪府
が８法人（１１病院）で最も多く、次いで北海道の４
法人（４病院）、愛知県、京都府、島根県、福岡県が
それぞれ３法人（合計１２病院）となっており、全体
的に西高東低の傾向となっている。
（８/１３MEDIFAXより）

呼吸器専門医数の都道府県格差は最大６.１倍
／呼吸器学会が調査
　都道府県別の呼吸器専門医数の格差は最大で６.１
倍に達し、内科医数の２.９倍を大きく上回ることが、
日本呼吸器学会（貫和敏博理事長）の将来計画委員
会が実施した調査で分かった。呼吸器科医数でも３.９
倍の格差があり、呼吸器診療の地域格差解消が喫緊
の課題となっている状況が浮き彫りになった。
　病院関係者から呼吸器診療に携わる医師不足が顕
著になっているとの指摘を受け、将来計画委員会は
呼吸器科医を増やす方策の検討に着手。基礎的デー
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タを得る目的で「呼吸器内科診療の実態と問題点」
をテーマにアンケート調査を行った。調査対象は、
標榜科に内科を含む全国５６２０病院から“完全療養型”
と大学病院を除き無作為抽出した３０００病院。調査期
間は２００７年２－７月。調査対象の４１.１％に相当する
１２３２病院から回収した調査票を解析対象とした。
　各科の１０床当たりの医師数は全国平均で内科医が
０.８３人、呼吸器科医が０.５０人、呼吸器専門医が０.２１人
だった。都道府県別に見るとバラツキが大きく、内
科医は静岡の１.３４人から長野の０.４７人まで２.９倍の格
差があった。呼吸器科医は、沖縄の０.８１人から宮崎
の０.２１人まで３.９倍の格差。呼吸器専門医は鹿児島の
０.４３から宮崎の０.０７人まで格差は６.１倍あった。
（８/１２MEDIFAXより）

４－６割がリハ算定上限後も継続／慢性期協
会調査
　８月１０日の中医協・慢性期入院医療の包括評価調
査分科会で、武久洋三委員（日本慢性期医療協会長）
は協会員施設を対象に実施した維持期リハビリテー
ションに関するアンケートなどの調査結果を報告し
た。リハビリ対象患者のうち、標準的算定日数を超
えてリハビリを継続した患者は４－６割程度に上っ
ていた。
　２００９年１－６月の状況を８２１施設を対象に実施し、
２６４施設から回答があった。標準的算定日数を超えて
リハビリを継続した患者の割合は、「脳血管疾患等リ
ハビリ」で５９.２％、「呼吸器リハビリ」で４０.２％、「運
動器リハビリ」で３６.９％だった。算定日数内に終了
した患者の割合は「脳血管疾患等リハビリ」で
１６.９％、「呼吸器リハビリ」で１５.５％、「運動器リハビ
リ」で２８.７％。
　標準的算定日数を超えて継続できなかった理由
（複数回答）は「治療を継続すると回復は見込まれる
が算定できないため」４２.３％、「治療を継続しても回
復が見込まれないため」４０.７％、「リハビリスタッフ
不足のため」３７.０％など。
　また、０８年１０月－今年３月に医療療養病床で３カ
月以上入院した患者に関する医療区分の変化に関す
る調査では、医療区分が悪化した患者が軽快となっ
た患者を上回った施設が４０.１％、軽快患者が悪化し
た患者を上回った施設が３７.３％と拮抗していた。
（８/１１MEDIFAXより）

日数補正後の伸び率２.２％増／０８年度「医療
費の動向」を公表
　厚生労働省は７月１７日、２００８年度の「医療費の動
向」を公表した。医療費の総計は３４.１兆円で、前年
度から約６０００億円増加し、医療費の伸び率は１.９％と
なった。今回から休日数の影響を補正した医療費総
額の伸び率も示され、稼働日数補正後の伸び率は
２.２％だった。保険局調査課は稼働日数補正後の伸び
率を前提に、０.８２％の引き下げだった０８年４月の診
療報酬改定の影響を考慮すれば、医療費の伸び率は
３.０２％になると指摘。おおむね従来と同水準の３％
台で推移したとしている。
　稼働日数補正後の伸び率では、医療費総額に対す
る休日数などの影響を補正した。調査課では０９年１
月の中医協・診療報酬基本問題小委員会で出された
要望に応え、稼働日数補正後の伸び率を示すことに
した。
　診療種類別の医療費の伸び率については、医科の
入院が１.９％、入院外が０.２％だった。特に入院外は前
年度の１.８％から大きく減少した。このほか、歯科は
２.６％、調剤５.３％の伸び率で、歯科が前年度０.２％減
から増加する一方、調剤は前年度８.９％から大きな減
少傾向を示した。稼働日数補正後の伸び率を見ると、
入院が２.２％、入院外が０.６％となっている。
　また、１日当たりの医療費は３.２％の伸び率だっ
た。延べ患者数に相当する受診延べ日数は１.３％減だ
った。受診延べ日数の伸び率は０５年度以降、０.３％減、
０.７％減、０.９％減、１.３％減と推移している。受診延
べ日数は減少傾向を示しているが、１日当たりの医
療費が増加しているため、医療費総額は増加傾向に
ある。（７/２１MEDIFAXより）

受診抑制による重症化を懸念／日医、０８年度
「医療費の動向」を分析
　日本医師会の中川俊男常任理事は８月５日の定例
会見で、２００８年度診療報酬改定で医科本体がプラス
となったほか、診療所から病院への財源移転が行わ
れたにもかかわらず、０８年度「医療費の動向」で示
された病院医療費は想定されたほど伸びていなかっ
たとした上で「原因は受診延べ日数の減少にある」
と指摘し、受診抑制によって患者の重症化が進むこ
とに強い懸念を表明した。
　中川常任理事は「医療費の動向」の数値を用いて、
病院と診療所についてそれぞれ０８年度改定を検証。
病院医療費は、自然増のほか医科本体のプラス改定
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や財源移転などによって前年度比２.５％増となるは
ずが実際には１.４％増にとどまり、診療所医療費も自
然増などで前年度比０.７％増が見込まれながら０.３％
増だったとの推計を示した。
　医療費は「１日当たり医療費×受診延べ日数」で
求められるとし、「１日当たり医療費を決める診療報
酬はプラス改定だったにもかかわらず、受診延べ日
数の減少でプラス改定の効果を十分に確保できなか
った」と説明。受診延べ日数は、入院では平均在院
日数の短縮化、入院外では長期投薬や受診抑制で減
少するとし「特に受診抑制による患者の重症化が懸
念される」と述べた。患者の重症化が表面化するま
でには一定の時間を要するとも指摘し、早急な取り
組みを促した。（８/６MEDIFAXより）

社会医療調査ＷＧが議論開始／メディアスと
の乖離で
　社会医療診療行為別調査とメディアスの１日当た
り伸び率（前年同月比）に大幅な乖離があった原因
を分析する「社会医療診療行為別調査の検証等に関
するワーキンググループ（ＷＧ）」の議論が始まった。
８月５日の中医協・診療報酬基本問題小委員会で、
ＷＧの座長を務める白石小百合委員（横浜市立大教
授、中医協公益委員）が、議論の様子を報告した。
　初回の会合は７月３０日に開いた。社会医療診療行
為別調査の医科入院外の１日当たり伸び率が高い原
因は「処置」が大きく増加したためとの認識で一致
したほか、処置が増加した背景として、人工透析を
実施している内科診療所が多く調査客体として抽出
されていたことも確認したという。
　白石委員は「処置について、さらに検討を進めた
い。特別集計も試みたい」と述べ、人工透析の内科
診療所が多い実態を補正した上で、集計し直す意向
を示した。厚生労働省保険局医療課によると、補正
後の集計データを診療報酬改定の資料として活用で
きるかどうかについては診療報酬基本問題小委に諮
ることになる。（８/６MEDIFAXより）

協会けんぽ０８年度決算、２年連続赤字／厚労
省、政管健保と通算で
　厚生労働省は８月４日、政府管掌健康保険と全国
健康保険協会管掌健康保険（協会けんぽ）を通算し
た２００８年度の単年度収支決算の概要を公表した。０８
年１０月以降、協会けんぽが政管健保の事業を受け継
いだことから０８年度決算については両者を通算し、

一体的に取り扱った。医療分は２２９０億円の赤字で、
２年連続の赤字決算となった。介護分も２４８億円の赤
字を計上。全体では２５３８億円の赤字で、単年度赤字
決算は０７年度に引き続き２年連続となった。
　収支全体を見ると、収入の７兆７０２９億円に対し、
支出は７兆９５６７億円。２５３８億円の赤字は前年度から
１１８６億円悪化した。
　医療分については、収入７兆１３５７億円で前年度比
３０５億円の増収だった。被保険者数は０３年度以来５年
ぶりに減少し、平均賞与月数も減少しているが、国
庫補助が９０９３億円で前年度から８９２億円増加したこ
とによる。
　一方、支出は７兆３６４７億円で前年度比１２０５億円の
増加。うち保険給付費は４兆３３７５億円で、被保険者
１人当たり保険給付費が増加したこともあり、前年
度から６９２億円増加した。医療分の赤字は２２９０億円
で、０７年度に引き続き２年連続。赤字は前年度比９００
億円の悪化となった。（８/５MEDIFAXより）

国病機構、５期連続で経常収支黒字／０８年度
業績評価
　厚生労働省の独立行政法人評価委員会国立病院部
会は８月３日、国立病院機構の２００８年度業務実績評
価の個別評価（自己評価）を審議した。同機構の病
院ネットワークを生かした臨床研究事業やクリティ
カルパスの活用などを評価し、全１４の個別評価項目
中、「Ｓ」評価が６項目、「Ａ」評価が８項目で、「Ｂ」
評価以下はなかった。
　純利益は約３００億円（前年度比約６１億円増）で、経
常収支は５期連続黒字となった。診療報酬改定によ
る医科点数の引き上げや平均在院日数の短縮が経営
改善の要因と分析している。同部会は２６日に０８年度
の総合評価と、第１期中期計画（０４－０８年度）の総
合評価をまとめる予定だ。（８/４MEDIFAXより）

６月の医療機関倒産は６件／０９年累計は３３
件、０８年の年間数に迫る
　帝国データバンクの全国企業倒産集計によると、
６月の医療機関の倒産は全国で６件（負債額１５億
７０００万円）だった。２００９年１－６月の累計は３３件で、
０８年１年間の倒産件数３５件に迫っている。０９年の負
債額の累計は１９７億３０００万円で、０８年１年間の累計負
債額１８２億２４００万円を超えた。
（７/１７MEDIFAXより）
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オンライン請求未移行は７２５病院／６月請求
分、厚労省
　厚生労働省保険局は７月１５日、２００９年度からオン
ライン請求義務化の対象となった病院のうち、猶予
対象となっている病院の６月請求分の準備状況を公
表した。社会保険診療報酬支払基金分の調査による
と、４月に義務化期限を迎え、かつオンライン請求
に移行できていない病院は７２５病院で、前月請求分よ
り３９１病院減少した。厚労省は「オンライン請求の準
備が特に遅れている病院・薬局数が着実に減少して
きている」（保険局総務課）としている。
（７/１６MEDIFAXより）

就業看護師、２年で６万５２１０人増加／准看護
師は減少
　２００８年末時点の就業看護師数は８７万７１８２人で、過
去最高だった０６年より６万５２１０人増加したことが７
月１７日、厚生労働省が発表した０８年「保健・衛生行
政業務報告（衛生行政報告例）結果（就業医療関係
者）の概況」で分かった。看護師が増加傾向にある
一方で、准看護師は２年前より７１０７人減少し、３７万
５０４２人だった。（７/２１MEDIFAXより） 

療養型老健、１年経過も３２施設／厚労省「今
後の増加に期待」
　療養病床再編の受け皿施設として２００８年５月に創
設した「介護療養型老人保健施設」について、７月
１５日までに自治体から厚生労働省に報告のあった施
設数は全国で３２施設にとどまっていることが分かっ
た。転換の対象となる介護療養型医療施設は全国で
約２６００施設。関係者からは「転換数が少ない」との
声も上がっているが、厚労省は今年度の介護報酬改
定の影響で、今後、転換のペースは上がる可能性が
あるとしている。（７/１６MEDIFAXより）

特定健診受診率、国保で３割下回る／０８年度
　２００８年度の市町村国保の特定健診受診率は全国平
均で２８.３％にとどまることが、国保中央会の集計で
分かった。国は１２年度までに国保の受診率を６５％と
する目標を掲げているが、初年度は平均で目標の半
分を下回った。
　国保中央会によると、加入者のうち４０－７４歳で特
定健診の対象となったのは、全国で約２３９１万人。こ
のうち、０９年３月末までに受診したのは約６７７万人に
とどまった。

　受診率を都道府県別に見ると、最も高かったのは
宮城の４３.７１％で、富山の３９.５８％、東京の３８.８４％と
続いた。一方、最も低かったのは広島で１６.０７％。和
歌山が１６.２６％、北海道が１９.５５％と３自治体で２割を
切った。
　国保中央会の田中一哉理事は「健診をやるための
環境整備がどれだけできていたか。周知が十分でき
ていないまま走り出してしまった」と話し、実施体
制の不備と対象者への周知不足を原因に挙げてい
る。（７/２９MEDIFAXより）

被保険者の特定健診受診率３５.９％／０８年度協
会けんぽ、目標下回る
　全国健康保険協会は７月１４日の運営委員会で、
２００８年度の特定健診・保健指導の実施状況（速報値）
を報告した。特定健診項目を含む生活習慣病予防健
診の被保険者の受診率は３５.９％、被扶養者の特定健
診受診率は１１.２％で、いずれも旧政管健保で掲げた
５カ年計画の昨年度目標を大きく下回った。
　旧政管健保では、５年後の１２年度に特定健診の実
施率７０％、特定保健指導の６カ月後の評価実施率
４５％を達成することを目標に各年度の目標を掲げて
いる。０８年度の目標値は特定健診は被保険者６０％（事
業主健診からの情報提供２０％分を含む）、被扶養者
４０.０％、特定保健指導は被保険者２８.２％、被扶養者
２０.０％としていた。
　特定健診の実施率が目標を下回った理由として同
協会は、被保険者については事業主健診からの情報
提供がほとんどなかったこと、被扶養者については
特定健診の本格的な実施が昨年７月頃にずれ込んだ
ことなどを要因に挙げている。
　特定保健指導の実施率は被保険者０.９％（初回面談
実施率９.４％）、被扶養者は初回面談実施率が０.３％で、
６カ月後評価実施率は算出できなかった。特定健診
の実施時期が遅れたことが主な要因としている。
（７/１６MEDIFAXより）

平均寿命の記録更新／０８年簡易生命表
　２００８年の平均寿命が男子は７９.２９年、女子は８６.０５年
で、いずれも過去最高を記録したことが７月１６日、
厚生労働省が発表した「０８年簡易生命表」で分かっ
た。前年を男子が０.１０年、女子が０.０６年上回り、男女
共に３年連続の記録更新となった。医療水準の向上
や生活習慣の改善などにより、３大死因（がん、心
疾患、脳血管疾患）で死亡する人の割合が減少する
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と予測されることが影響している。
　将来３大死因で亡くなると予測されるのは男子
５５.１４％（前年比０.４３ポイント減）、女子５２.３６％（同０.６６
ポイント減）でいずれも減少していた。０歳時点で
予測される将来の死因は、男女とも１位はがんで、
男子は心疾患、肺炎、脳血管疾患、女子は心疾患、
脳血管疾患、肺炎の順だった。
　３大死因を克服した場合、平均寿命は男子８.１０年、
女子７.００年伸びる。国や地域別の平均寿命の比較を
見ると、日本の男子はアイスランド（７９.６年）、スイ
ス、中国香港（ともに７９.４年）に続き３位。女子は
１位で、２位は中国香港（８５.５年）、３位はフランス
（８４.３年）だった。
　男子の平均余命は、０歳から７０歳以下では前年よ
り長くなっていたが、８０歳以上では前年よりも短く
なっていた。女子の平均余命は、９０歳台以外のすべ
ての年齢で前年より長くなっていた。
（７/１７MEDIFAXより）

 

要介護認定、基準見直しで声明発表／保団連
　保団連は８月４日、「新要介護認定基準の修正だけ
で済ませてはならない」と題した声明を発表した。
修正を加えた認定基準による要介護認定を１０月から
開始することが、７月２８日の「要介護認定の見直し
に係る検証・検討会」で決定したことを受け、１０月
までに認定を受ける新規申請者への対応などを求め
ている。
　声明では、１０月までに要介護認定を受ける新規申
請者が軽度に判定されないような対策を早急に取る
ことや、１０月以降も経過措置を終了しないことなど
を要求。さらに、これらの対応が実施できない場合
は、新方式での要介護認定を即時中止し、当面は従
来の方式での要介護認定に戻すことを要求してい
る。
　認定基準の見直しだけでなく、▽１次判定と２次

判定を含めた要介護認定のシステム全体に対する総
合的な検証と見直しを行う▽認定者の割合を自治体
に指導しない▽審査会委員の関与を減らすような制
度改正をしない─ことなども強く要求している。
（８/５MEDIFAXより）

県内３会場で映画「シッコ」上映会開催／ゼ
ロの会・神奈川
　神奈川県保険医協会・ゼロの会は、７月１０～１２日、
医療ドキュメンタリー映画『シッコ』の上映会を開
催した。横須賀市（６３人）、横浜市旭区（１０１人）、平
塚市（６２人）の県内３会場で上映し、合計で２２６人が
参加。アンケート回収率も７６.９％と高く、うち８７.４％
が「大変良かった」「良かった」と回答するなど、窓
口負担や医療・社会保障のあり方を再考する機会と
して好評を得ている。神奈川協会・「ゼロの会」とし
ての「シッコ」上映は、県内９ヵ所と、対談・講演
企画での２回を合わせて１１回となり、参加者累計も
１５００人を超えた。神奈川協会では、今後もミニ集会
規模での「シッコ」上映運動を継続し、関係団体や
市民団体等での“映画鑑賞＆意見交換”会（出前上
映会）の開催を呼びかけていく予定。
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資料1
あんしん医療制度研究会（第2回）資料 （抜粋）

　７月１４日に京都府が開いた「あんしん医療制度研究会（第２回）」の配布資料のうち、府提案部分を掲載。同研究会は、
京都府が１月２７日に全国知事会に提案した、国民健康保険の一元化や診療報酬決定権限委譲を含む提案に関わって開催され
ているもの。

■ 京都府　２００９年７月１４日 ■
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２００９年度　第５回　２００９年７月１４日
【特別討議】
１．決議（案）検討について

【各担当部報告】
〈総務部会〉
１．週間行事予定表の確認
２．今週の医療情報
３．新規開業会員訪問（７月13日）状況

〈経営部会〉
１．消費税廃止京都各界連絡会・消費税闘争運動

交流集会（７月９日）状況　
〈医療安全対策部会〉
１．医療機関側との懇談（７月９日・13日）状況

〈保険部会〉
１．保団連研究会活動担当者会議（７月５日）状況
２．産婦人科診療内容向上会（７月11日）状況

【部会報告】
１．各部会（７月７日）状況と決定事項確認の件

〈総務部会〉
１．第62回定期総会（第177回定時代議員会合併）・
創立60周年記念式典の準備

２．代議員会正副議長との打ち合わせ開催確認
３．総務部会懇親会開催について
４．６月度会員増減状況の確認
５．新規開業医のための基礎講習会開催確認
６．2009年度保団連第２回組織部会・組織担当者
交流会出席確認

７．第１回コミュニケーション委員会開催日程検
討

８．男の料理教室開催確認
９．文化ハイキング開催確認
10．第６回文化講座開催確認
11．文化講習会：クリスマスリース作り開催確認
12．地区・専門医会会報等の収集及び回覧

〈経営部会〉
１．融資斡旋制度の改定事項の検討
２．休補制度の改定事項の検討
３．年金募集結果報告の確認
４．近畿ブロック共済担当役員交流会出席及び報

告資料の確認
５．第54次年金普及打ち合わせ会開催確認
６．医師賠償責任保険制度の収支状況確認
７．新規開業予定者のための講習会開催確認

８．「まるごと保険医協会」開催確認
９．協会マスコットマークの選択
10．住宅用火災報知器の斡旋状況
11．保団連消費税減税署名送付確認
12．会員向けサービスの提案事項の検討
13．会員から問い合わせ事項の報告

〈医療安全対策部会〉
１．2009年６月度状況及び2009年度中間報告
２．部会学習会の開催確認
３．医師賠償責任保険制度の収支状況報告会の確

認
４．調査委員辞任に伴う後任人事の選任
５．新規開業医との懇談会への話題提供確認

〈政策部会〉
１．第21回医療制度検討委員会開催確認
２．貧困をなくし社会保障を守る「基本法」を守

るシンポジウム準備状況の確認
３．民主党山井議員と宇治久世医師会有志の懇談

会開催確認
４．９.26開催予定の国会議員と地区医師会代表・
協会役員との懇談会開催検討

５．政策部会夏季学習会開催確認
６．ＩＰＰＮＷ京都府支部、核戦争防止・核兵器

廃絶を訴える京都医師の会関連議事
７．エコキャップ運動取り組み状況
８．「京のてくてく散歩」販売状況

【各担当部議事】
〈総務部会〉
１．前回理事会（７月７日）要録と決定事項の確認
２．第２回正副理事長会議（７月９日）状況確認

の件
３．会員入退会及び異動に関する承認の件
４．新規開業未入会会員訪問実施の件
５．新規開業会員訪問実施の件

〈経営部会〉
１．京都府保険医協会マスコットマーク決定の件

〈政策部会〉
１．京都府提案に対する対案と地域医療提供体制

に関する提言づくりにあたっての地区医師会
対象の聞き取り調査実施の件

　《以上８件の議事について承認》
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２００９年度　第６回　２００９年７月２８日
【特別討議】
１．決議（案）検討について

【各担当部報告】
〈総務部会〉
１．週間行事予定表の確認
２．今週の医療情報
３．新規開業医のための基礎講習会（７月11日）

状況
４．新規開業未入会会員訪問（７月15日）状況
５．新規開業会員訪問（７月22日）状況

〈経営部会〉
１．保団連近畿ブロック共済担当役員交流会（７

月18日）状況
２．融資申込みに伴う会員との面談（７月23日）

状況
３．金融共済委員会（７月25日）状況
４．保団連経税部会（7月26日）状況

〈医療安全対策部会〉
１．医療機関側との懇談状況
２．法律相談室（７月16日）状況
３．第265回関西医事法研究会（７月18日）状況
４．医療事故案件調査委員会（７月24日）状況
５．医師賠償責任保険処理室会（７月27日）状況

〈政策部会〉
１．第39回保団連夏季セミナー（７月11・12日）
状況

２．前原誠司と医療・福祉を考える会（医誠会）
総会（７月19日）状況

３．保団連近畿ブロック反核平和部担当事務局会

議（７月23日）状況
４．反核京都医師の会世話人会（７月23日）状況

〈保険部会〉
１．第629回社会保険研究会（７月16日）状況
２．オンライン請求義務化問題学習会（７月18日）

状況
３．研究対策関係打ち合わせ（７月22日）状況
４．西京地区社会保険研究会（７月25日）状況

【各担当部議事】
１．前回理事会（７月14日）要録と決定事項の確認
２．８月１日～９月８日の会合等諸行事及び出席

者確認の件
３．各部会開催の件
４．第67回保団連近畿ブロック事務局長会議への
出席の件

５．地区医師会長との懇談会開催の件
６．理事者・事務局学習会開催の件
７．会員入退会及び異動に関する承認の件

〈経営部会〉
１．第54次保険医年金打ち合わせ会開催の件

〈医療安全対策部会〉
１．医療安全対策部会学習会の開催の件
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９月のレセプト受取・締切
14日㈪

労
災

10日㈭9日㈬
基金
国保 ◎◎○

※○は受付窓口設置日、◎は締切日。
　受付時間は午前９時～午後５時です。

9月の相談室
担当＝園建築士９月９日（水）午後２時～医院・住宅

新（改）築
担当＝三井生命のＦＣ
　　　（ファイナンシャルコンサルタント）９月１７日（木）午後１時～ファイナンシャル
担当＝松尾弁護士９月１７日（木）午後２時～法 律
担当＝河原社会保険労務士９月１７日（木）午後２時～雇 用 管 理
担当＝廣瀬税理士９月３０日（水）午後２時～経 営

開催日の３日前までに協会事務局へお申込み下さい。３０分間無料です。



〈政策部会〉
１．第18回保団連理事会（７月11日）状況確認の件
２．第２回あんしん医療制度研究会傍聴（７月14

日）状況確認の件
３．山井和則衆院議員と宇治久世医師会有志並び

に京都府保険医協会理事者との懇談会（７月
19日）状況確認の件

４．『いのちの山河～日本の青空Ⅱ』製作支援相談
会・京都第１回支援相談会議出席の件

５．第29回（2009年）平和のための京都の戦争展
開催の件　

６．「社会保障と雇用を守るための『基本法』の必
要性について考えるシンポジウム」事前検討

会開催の件
７．「社会保障と雇用を守るための『基本法』の必

要性について考えるシンポジウム」準備会議
（呼びかけ人会議）開催の件　

８．本紙（第2700号）・メディペーパー京都/第121
号（第2701号）合評の件

〈保険部会〉
１．保団連第３回診療報酬オンライン請求問題プ

ロジェクトチーム会議への参加の件
２．保団連第27回病院･有床診療所セミナー出席

の件
　　《以上１９件の議事について承認》
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男
大好評の男の料理教室第４弾、和食編。
今回は、だしの取り方などの和食の基本を教えていただきます。
もちろん女性の参加も大歓迎です。ぜひご参加下さい！

第4弾

［和食の基本］の料理教室

［メニュー］
肉じゃが

鯖の味噌煮

だし巻き卵

ほうれん草とまいたけの胡麻和え

生麩とじゅんさいの赤出し

日　時＝9月12日（土） 午後 2 時～ 5 時
場　所＝大阪ガスクッキングスクール京都
　　　　（JR丹波口駅下車 西へ１００m下ル、大阪ガスディリパ京都内１階）
参加費＝１人　1,800円
主　催＝京都府保険医協会　　協　賛＝有限会社アミス
申　込＝京都府保険医協会事務局（☎075崖311崖8888）まで

　保険医協会では毎年、従業員研修を開催し、
従業員さんに患者さんとの接し方、仕事の進め
方を講習し、たいへん好評を博してきました。
　しかし、従業員さんの患者さんへの接し方、
仕事の進め方は、院長先生の診療方針や経営方
針が正確に伝わらなければ医院・診療所は活性
化しません。
　そこで、今回は院長先生を対象に増患対策に
直結する医院活性化について講習します。多数
のご参加をお待ちしています。

日　時＝9月17日（木）　午後 2 時～ 4 時
場　所＝京都府医師会館４０４～６号室
講　師＝クリーク大阪　社労士事務所

　　　　入江 幸男 社労士
対　象＝院長、事務長
定　員＝60人
協　賛＝有限会社アミス
申　込＝京都府保険医協会事務局
　　　　（☎075崖311崖8888）まで

経営対策
セミナー

増患対策に直結する医院活性化
　　　　　　  スタッフに医院経営の方針が伝わっていますか ? 　 
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日　時　9月２７日（日） 午後1時３０分～4時３０分
場　所　あいおい損保新宿ホール（東京・新宿）

つまずいても「生きていける国」へ
貧困をなくし、社会保障を守る「基本法」を考える

問合せ　京都府保険医協会　緯０７５崖 ３１１崖 ８８８８　FAX ０７５崖３２１崖００５６
　　　　9.27ブログURL http://whats-social-security.com/927sympo/
　　　　「社会保障基本法」立法化を求める会URL　http://whats-social-security.com/

ズバリ ! ダメ出し〈現場からの告発〉
雇用・労働　河添　　誠 氏
医　　　療　本田　　宏 氏
介　　　護　竹森チヤ子 氏

高齢者医療　笹森　　清 氏
生 活 保 護　竹下　義樹 氏

生き残りの選択 　　 本格的福祉国家への道
後藤　道夫 氏　＆　渡辺　治 氏　＆　湯浅　誠 氏

入場無料

シンポジウム

コラボてい談

 加入申込期間  9 月 1 日（火）～10月23日（金）　
 予 定 利 率 1.256％　　（２００９年９月１日現在）
 ■月払（満７４歳以下の会員、増口は満７９歳以下）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　１口１万円　３０口限度（３０万円）

 ■一時払（満７９歳以下の会員で月払に加入している方）　　　　　　　　　　　　　　　　　

　１口５０万円　毎回４０口（２,０００万円）

※手数料との関係で１.２５６％の利率が続くと仮定して、新たにご加入される月払については４年
以上、一時払で２年以上の長期にわたって積立されることをお勧めします。詳しくは、８月
末送付の年金パンフレットをご覧下さい。

◎普及担当の生保営業員がご説明に伺った際には、ご面談下さいますようお願いいたします。

保険医年金9月1 日より
受付開始！

この機会に
ぜひご加入下さい ！

現在ご加入の年金を一部あるいは全部解約し、新たに加入申込みされる場合は
10月 9 日（金）までに一時金請求書を協会事務局までご提出下さい。保険医
年金に関するお問い合わせは、京都府保険医協会・経営部会まで。

ご注意下さい！

2010年
1月1日付け
加入です
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